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法令と社会倫理の遵守

　DNPグループは、これからも社会から信頼され、社会
に貢献できる誠実な企業として歩み続けていくため、企

業倫理の定着・浸透を怠ることなく、法と社会倫理を遵

守した企業活動を続けていきます。

　DNPグループの企業倫理活動は、取り組み姿勢を表す
「継続性」・「自主性」・「ポジティブ性」の三つのキーワー

ドで表現することができます。社員一人ひとりが右記の

ように行動することで、DNPグループが一丸となって取
り組む誠実な企業活動に結びついていきます。

基本的な取り組み姿勢　●＋ 関連情報

DNPグループでは、社員一人ひとりの誠実な行動が、
社会の信頼そしてDNPグループの持続的な発展へとつながるという観点から、
企業倫理の大切さを社員に伝え、自主性を促すことに努めています。

 1　企業倫理行動委員会
　本社各部を担当する取締役・役員で構成され、グルー

プ一丸となって企業倫理の定着・浸透を推進するための

組織です。本社だけでなく各業務執行部門にも設置され

ており、それぞれの委員会の下には事務局が置かれてい

ます。

　「会社法」、「金融商品取引法」により企業に義務づけ

られている内部統制の整備と運用について、DNPグルー
プでは、企業倫理行動委員会を統括組織として位置づ

けています（P14参照）。運用初年度の2008年度は、全
社的な自己点検など各種点検・評価を実施し、金融庁に

内部統制報告書を提出する予定です。

 2　目標管理評価制度
　企業倫理を確実に根づかせるため、社員目標管理の

評価テーマの一つに企業倫理を取り入れ、社員一人ひと

りの積極的な参加を促しています。

　日々の業務において、社員は常に自らを社内ルール

に照らして行動し、その結果を、年 2回期末に行う上司
と部下の個別面談で相互に確認して、改善を進めてい

ます（P42参照）。

企業倫理徹底の推進体制

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/29.pdf

企業倫理活動のキーワード

継 続 性 日常業務のなかに取り込み、
日々取り組み続ける

自 主 性 他人事でなく、自らの問題として
積極的に取り組む

ポジティブ性 社会の信頼を得るため、企業にとって
必須の活動として前向きに取り組む
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目標管理評価制度

目標管理評価制度

コンプライアンス評価制度

企業倫理研修
● 階層別定期研修
● 自律的企業倫理研修
● 個別テーマ研修

企業倫理研修
● 階層別定期研修
● 自律的企業倫理研修

オープンドア・ルーム

法・ルールの自主点検
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http://www.dnp.co.jp/csr/2009/29.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/29.pdf
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 3　法・ルールの自主点検
　“自分の組織は自分で守る”を合言葉として、1997年
から取り組んでいる点検活動です。本社主管部が策定し

た点検項目を、業務執行部門が自ら点検・評価し、改善

に取り組んでいます。

　2008年度は、リスクの棚卸し、重点リスクの見直しなど
を積極的に進めて、より実効性を高めました。

 4　コンプライアンス評価制度
　「自主点検」制度に対し、本社主管部が業務執行部門

を全グループ共通のモノサシで評価する制度として 2005
年に導入され、毎年 2回定期的に実施しています。
各部門のコンプライアンス遵守状況とグループ内での自

部門のレベルが客観的にわかる仕組みとなっており、そ

の結果は経営執行会議に報告され、各部門はグループ内

での自部門の達成度合いを認識したうえで、改善に取り

組んでいます。

　2008年度は、評価対象テーマを増やすなど、さらに充
実した制度とするための見直しに取り組みました。

 5　企業倫理研修
　社員一人ひとりの意識の高さと正しい理解が、企業倫

理の取り組みをより確かなものにすると考え、さまざまな

教育研修の場を設けています。幹部自らが自部門の課

題を具体的に部下に提示し対話を深めることで、より実

践的な解決に結びつけることを目的とした自律的企業倫

理研修など、社員一人ひとりが自ら考え、行動すること

で企業倫理の定着・浸透を図っています。

　2008年度は自律的企業倫理研修において、特に「DNP
グループ行動規範」を必須項目とし、周知徹底を図りまし

た。また海外グループ各社への導入も始め、「DNPグルー
プ行動規範（英語版）」を作成し配付しました。現地トッ

プ自ら、現地の実情を反映した研修メニューを作成し実

施した結果、現地社員の理解が深まり、グループとしての

一体感も醸成できました。2009年度はさらに展開を拡
大し、内容を充実させていきます。

 6　オープンドア・ルーム
　企業倫理にかかわる相談・通報の窓口として 2002年
に設置し、その後「DNPグループ オープンドア・ルーム運
用規準」を制定、相談・通報者が安心して相談・通報で

きる制度としました。併せて周知徹底にも努め、グルー

プ内での認知度を高めた結果、現在では内部統制上、欠

くことのできない重要な機能の一つとなりました。　

　2008年度は20件余りの相談が窓口に寄せられました
が、その内容は一般的な相談がほとんどで、事業活動に

影響を与えるようなものはありませんでした。

DNPグループのPDCAをベースとした企業倫理活動は、従前より高い評価を受けていますが、それに安んじ
ることなく、社員の目標管理評価への企業倫理の取り入れ、コンプライアンス評価の部門ごとの実施と評価
結果の経営執行会議での報告、幹部自らが講師となる自律的企業倫理研修の実施等、活動を形骸化させない
ための努力を続ける姿勢が評価できます。

DNPグループは、「社会最適」をめざすための仕組みや制度が十分機能している「全社最適」な企業であると思われます。今後は、
個々人の「自分最適」が「社会最適」に直結することをめざし、社員一人ひとりのマインド・個性を重視した「継続」的、「自主」的、「ポ
ジティブ」な取り組みを一層推進されることを期待します。

株式会社インテグレックス　代表取締役社長

秋山 をね 氏

ステークホルダーからのご意見

DNPグループでは、P&Iソリューションの実現に向け、事業価値の高
い知的財産を創出・育成し、さらに知的財産の「質」の向上を図って
います。同時に、特許権などの知的財産の取得、保護管理に努める
とともに、他社の知的財産に抵触することのないよう予防体制を整
えています。
さらに社員に対しては、知的財産の教育・啓発を通じて知的財産法
規を遵守する企業風土づくりを推進し、コンプライアンス体制の確
立に取り組んでいます。また、コスト意識を持ち、効果の最大化を
考えて権利の取得、権利網の構築、自社のパテント・ポートフォリオ
の最大化に努めます。

　知的財産活動における取り組み

知的財産法規を遵守する企業風土づくり

●＋ 関連情報

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/30.pdf

企業倫理研修　受講者数の推移　　　　　　　　　　（単位：延べ人数）

2004                             5,434

2005                                   6,787

2006                                                           12,358

2007                                                                   14,281

2008                                                                               17,253

内訳 導入教育
（新卒・中途採用時） 階層別定期研修 自律的企業倫理研修

2004 364 548 4,522

2005 438 534 5,815

2006 851 655 10,852

2007 570 535 13,176

2008 757 518 15,978

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/30.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/30.pdf
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P&Iソリューションの推進において、個人情報や顧客からお預かりする情報などの
情報資産の保護は当然の責務であると考えています。
DNPグループは、情報セキュリティおよび個人情報保護を経営の最重要課題の一つとして捉え、
体制の強化や社員教育などを通じて、厳密な管理を維持・継続していきます。

個人情報保護への取り組み

情報セキュリティの確保

　DNPグループは、個人情報保護方針に従って情報を適
切に取り扱い、個人の権利利益を保護しています。今

後も引き続き、万全な個人情報保護体制と、情報セキュ

リティ全般にわたる厳密な管理の維持・継続に努めます。

さらに、セキュリティ管理施策の策定、実施、課題の把握

といったPDCAサイクルに全社員が取り組むことで、IT
を活用した職場の省人化・効率化を図るとともに、それ

らのノウハウや技術をDNPのセキュリティソリューションに
も活かしていきます。

体制の整備による施策の強化
　1999年に個人情報保護事務局を設置して以来、内外の
環境変化への対応と一層の情報セキュリティ施策の強化を

図ってきました。現在は全社の統括組織として、本社に

DNPグループ情報セキュリティ委員会、同委員会の下に
情報セキュリティ本部を設置し、事業部・グループ会社へ

の検査・指導を実施しています。さらに、事業主体となる

事業部・グループ会社それぞれに情報セキュリティ委員会

を置き、委員長、個人情報管理責任者（ともに各組織の

長が担当）のもとに、教育、セキュリティ区域、コンピュー

タ対策など課題ごとの責任者や点検責任者を任命してい

ます。

社内規程・ルールの整備
　個人情報保護については、個人情報保護規程の整備

とともに、DNPグループ内での具体的な基準に関する共
通ルールを制定しています。情報セキュリティについては、

情報セキュリティ基本方針、情報セキュリティ基本規程を

整備し、この下に文書管理、コンピュータ利用、外部者

立入り禁止区域など7つの基準を定めています。
　新たな脅威、リスク等への対応については、速やかな

通達、ルール制定・改訂を行い、周知・徹底をしています。

マネジメントシステムの確立
　個人情報を取り扱うすべての事業所に対して、法令

遵守を徹底するとともに、日本工業規格「個人情報保護

マネジメントシステム _要求事項」（JISQ15001）に準拠
したマネジメントシステムの確立を推進しています。また、

プライバシーマーク※や、ISO/IEC27001※の取得も積
極的に進めています。

　2008年 7月には、JISQ15001に適合した個人情報保
護体制を整備している事業者であることが認定され、大

日本印刷は法人としてプライバシーマーク認証を取得し

ました。DNPではこれまで、2000年のIPS事業部にお
けるプライバシーマーク認証取得をはじめ、C&I事業部、
情報コミュニケーション関西事業部、商印事業部、中部事

業部の5事業部で認証取得をしてきました。全社に拡大
するにあたり、本社専門組織の改組による検査・指導体

制の強化、電算処理室の物理的対応策の一層の強化と

共通ルール化など、さまざまな体制強化を図った結果、

今回の認証取得に至りました。

　また、オンラインショッピングを安全に行うために確実

に本人を認証する仕組み『SIGN3D™（サインド）』 において、
2008年6月にPCI DSS※の認定を取得しました。

※【プライバシーマーク】　JISQ15001に適合し、適切な個人情報保護措置を講ずる
体制を整備している事業者の認定制度。

※【ISO/IEC27001】　情報セキュリティ管理実施基準。
※【PCI DSS】　VISA、JCB、MasterCardなどの国際決済カードブランド会社が、カー
ド発行会社や加盟店などに対して、カード会員の情報保護や安全な取引の実現など
を目的として、共同で策定したセキュリティの業界基準。

2008年度実施の主な検査・指導

DNPグループ情報セキュリティ委員会

委員長による指導 26拠点 延べ45回

情報セキュリティ本部

検査・指導 37拠点 延べ117回

コンプライアンス評価
121本社部門・事業部・
グループ会社

延べ302時間

個人情報保護
マネジメントシステム検査

50本社部門・事業部 延べ158時間

情報管理の維持・継続と今後の展開　●＋ 関連情報

http://www.dnp.co.jp/about/privacy.htmlWeb 個人情報保護

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/31.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/31.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/31.pdf
http://www.dnp.co.jp/about/privacy.html
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　冊子配付、集合教育、ネットワークラーニングなどによ

る研修を実施し、社員一人ひとりの意識向上に努めてい

ます。

主な情報セキュリティ対策　●＋ 関連情報

個人情報取り扱い部署での対策
　電算処理室では、生体認証を導入した入退場管理に

よる部外者侵入防止、監視カメラの設置による不正行

為の牽制、ポケットのない作業着着用によるデータ等の持

ち出し防止、記憶媒体の書き出し場所の分離、金属探知

機を用いた検査などの対策を実施しています。2008年
度はその実施強化や設備増設を推進しました。

　また、アクセスログの取得を実施し、データ記憶媒体

に書き出す作業員を少数化するなど、その管理をより

強化しています。

各拠点における物理的な対策
　2008年度は、ICカード社員証を利用したセキュリティ
ゲートシステムを19拠点に新規導入し、これまでの導入
拠点は営業所なども含む107拠点となりました。今後も
順次、拡張します。また、プリンター・コピー複合機の

利用時に ICカード社員証による認証を行い、自分が出
力指示した文書のみ印刷可能とし、出力紙の放置など

による情報漏えいを防止するシステム（複合機各メーカー

と共同開発）を社内に拡大展開しています。

　また、工場のセキュリティ体制の強化を目的に、三菱電

機株式会社と共同で開発した国内初のフォークリフトの入

退場管理システムを2009年度より順次導入する予定です。

情報の安全な受け渡しへの取り組み
　顧客との個人情報の受け渡しをネットワーク経由で安

全に行うために、DNPで開発したシステム「ジャンダルム」
を運用しています。顧客とDNP双方で、ICカード内に
格納された電子証明書による認証を行います。得意先

にご利用いただき、また社内間のデータ伝送にも利用し

ています。

　また、2007年に発売した暗号化ソフト内蔵CD-R「ド
レッドノート」を、顧客とDNPとの個人情報授受だけでな
く、顧客における重要情報の暗号化にご利用いただいて

います。2008年度は約 3,000枚を得意先でご利用いた
だきました。

人材育成によるセキュリティの強化

2008年度実施の主な研修・会議

個人情報保護マネジメントシステム（PMS）教育

2008年7月～2009年3月　延べ約41,000名履修

技術者向け情報セキュリティ講座（全5回）

2009年2月～3月　延べ390名受講

情報セキュリティ／個人情報保護点検・検査員教育
（ J ISQ15001、ISO/IEC27001）（全8回）

2008年8月～2009年2月　延べ268名受講

情報セキュリティ推進室長向け　情報セキュリティ関係全国会議、説明会

2008年9月

改正特定電子メール法・特定商取引法説明会

2008年12月

セキュリティ区域対策責任者向けセミナー

2009年3月　120名受講

セミナー風景

ステークホルダーからのご意見

日本ユニシス株式会社
上席常務執行役員

平岡 昭良 氏

企業や組織における情報セキュリティ対策に終わりはなく、
常に新たなリスクに対応する必要があります。日本ユニシス
グループでは、2004年より2年ごとに情報セキュリティ総合
戦略を策定し、セキュリティレベルの向上を図ってきました。
社員証の ICカード化は早くから行っていましたが、2008年
にはさらなる物理セキュリティ強化に向けてDNPに多大な
協力を得ました。

今後、企業がグローバルビジネスを成功させるには横断的な
情報活用が必要となり、その際にも一定のセキュリティレベ
ルを確保したうえで、バリューチェーンの最適化を図ることが
競争力強化につながると考えています。 DNPには、事業ビ
ジョンである「P&Iソリューション」を強力に推進され、セキュ
アな各種ソリューションを創出されることを期待しています。

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/32.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/32.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/32.pdf
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有益で安心して使っていただける製品・サービスを提供するために、
サプライヤーと連携して法令遵守・環境保全・適正な労働条件等の社会的責任を
全うしていきたいと考えています。

サプライヤーと取り組む誠実な活動

サプライチェーンを通じた社会的責任の推進

CSR調達規準、DNPグループ会社への展開
　2008年度は、DNPグループ各社のサプライヤーに対し
ても、「DNPグループCSR調達規準」の主旨を説明すると
ともに、ともに活動を推進していきたいとの呼びかけを

行いました。賛同していただいたサプライヤー各社には、

各社の遵守状況調査表を送付し、その状況を把握しまし

た。今回のグループ会社サプライヤーへの展開によって、

DNPグループのサプライチェーンのほぼ全域がカバーでき
たことになります。

 また調査の結果から、サプライヤー各社の取り組み状況
にばらつきがあることがわかりました。そこでDNPグルー
プとサプライヤーの双方の理解を深め、より一層の実効

を上げるため、今後も継続してセミナー等の活動を実施

していきます。

ステークホルダーからのご意見

DIC株式会社
CSR推進部　部長

田中 俊和 氏

2008年、DNPグループの「CSR調達規準」遵守状況調査が実
施され、評価シートのフィードバックをいただきました。遵
守状況調査については、設問内容および項目数において簡潔
にまとめられており、回答しやすい調査内容でした。評価
シートについても、レーダーチャートにて表示されており、
望まれている改善項目がわかりやすくフィードバックされて
います。また、2009年の3月初旬には、実地訪問いただき、
調査結果などについて直接対話させていただいたことによ
り、相互のCSR活動への理解が深まったと感じています。

DICグループは、印刷インキのみならず、エレクトロニクス
関連製品など、さまざまな分野で永年にわたってDNPグルー
プとお取り引きいただいていますが、弊社グループも自社製
品のサプライチェーンの強化に取り組んでおり、DNPグルー
プの「サプライチェーン全体のCSR活動」を大いに参考にさ
せていただこうと考えています。

サプライチェーンに関する基本的な考え方

　DNPは、バリューチェーン全体が社会適合性を高めた
活動になるよう、サプライヤーとともに努めています。ど

のように優れた製品・サービスであっても、その製造プ

ロセスや材料調達プロセスで、社会の規範から逸脱した

り、社会に迷惑をかけたりするようでは意味がありません。

高い価値創造と高いコンプライアンス意識の両立をめざ

し、多様なマネジメントを進めています。

　DNPでは、2006年3月に「調達基本方針」を改訂する
とともに、新たに「DNＰグループCSR調達規準」を制定
し、サプライヤー向け説明会の開催やCSR調達規準の
遵守状況定期調査を実施しました。

　2008年 3月には第 2回目の定期調査を行い、この調査
より調査回答結果をサプライヤーに「評価シート」として

フィードバックをする方式をとることで、サプライヤーの

CSR遵守に対する一層の意識向上に努めました。また
2008年秋から 2009年春にかけて、CSR調達規準遵守
状況確認のため、サプライヤーの工場において実地調査

を実施しています。

DNPグループCSR調達規準　●＋ 関連情報

遵守状況調査「評価シート」

実地調査の様子

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/33.pdf

http://www.dnp.co.jp/procurement/jp/Web 資材調達

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/33.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/33.pdf
http://www.dnp.co.jp/procurement/jp/
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グループ全体についての理解を深め、一体感を醸成する

ことを目的として発行しています。また、社員の家庭に配

付し、家族にもDNPの活動に理解を深めてもらうことで、
家族による社員への力強い支えを獲得しています。

　「DNP Family」の制作にあたっては、企画、撮影、編
集、デザイン、印刷という各工程に、印刷会社ならではの

知見が活かされています。こうしたトータルプロデュース力

が評価され、「2008年度日本経団連推薦社内報」におい
て、雑誌型部門の「総合賞」を受賞しました。

　また、Webサイトとイントラネットで「DNP NEWS 
CHANNEL」という動画に
よる情報提供を社内外のス

テークホルダーに向けて行っ

ています。印刷技術と情報

技術を活かし、タイムリーな

情報開示をめざしています。

　株主・投資家の皆さまに対しては、透明性・公平性・

継続性を基本とし、ディスクロージャーポリシーにもとづ

いた適時適切な情報開示を心がけています。その体制と

しては、2006年に情報開示委員会を設置し、会社情報
の収集、内容開示の方法などの審議・承認を経て迅速に

公表することとしています。

　国内では、年間200回を超える個別 IRミーティングの
ほか、特に関心の高い事業については、工場見学会や

戦略・技術セミナーなどを開催しています。海外投資家

に向けては、通信ネットワークを活用したミーティングなど

を通じて、それぞれのご要望に応えています。

　株主総会では、展示や映像でDNPの取り組みを紹介
し、より理解を深めていただくとともに、インターネット

による議決権行使の仕組みも導入して、利便性の向上

に努めています。

　また、Webサイトにアニュアルレポートや決算短信など
のIR関連情報を英語版と日本語版で掲載して、グロー
バルなコミュニケーションの充実に努めています。

　P&Iソリューションを提供する土壌として、理想的な組
織風土を醸成するため、会社と社員、また社員と社員の

コミュニケーションを促進する活動に力を入れています。

　取り組みの一つであるグループ報「DNP Family」は、
DNPの多岐にわたる事業や、そこに携わるさまざまな職
種の社員の姿をバランス良く紹介することで、社員が

当社内広報センターは、主な事業として、優秀な社内報を選
んで表彰する「日本経団連推薦社内報」行事を毎年1回、実施
しています。

DNPのグループ報 ｢DNP Family｣ は、2005年、2007年に
「特別賞」に入賞、2008年は企画からレイアウトなど総合的
に優れている「総合賞」に入賞しています。さまざまな職場
や職種の社員を登場させるだけでなく、幅広い分野からの情
報提供を心がけている点が素晴らしく、毎号工夫を凝らし掘
り下げた企画になっています。特に社員の家族や子どもたち
へ配慮した、グループ報名にふさわしい社内報です。心温か
な誌面に仕上がっていてDNP文化に触れた思いがします。

ステークホルダーからのご意見

一般社団法人
日本経団連事業サービス

社内広報センター　センター長

唐沢 清 氏

IR活動の充実　●＋ 関連情報

グループ内でのコミュニケーションの促進

DNPは、あらゆるステークホルダーとの「対話」を重視しています。
そして、活発な「対話」を通じて新たな課題を発見し、解決していくためにも、
適切な情報をタイムリーに開示し、説明責任を果たすことに力を注いでいます。
いただいたご意見は経営にフィードバックし、企業の透明性を高め、持続可能な社会の実現をめざします。

迅速な情報開示とコミュニケーションの促進

情報の適正な開示

グループ報「DNP Family」

DNP NEWS CHANNEL

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/34.pdf

http://www.dnp.co.jp/movie/Web DNP NEWS CHANNEL

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/34.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/34.pdf
http://www.dnp.co.jp/movie/
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安全で快適な社会の実現に向けた取り組み
社会の変化と価値観の多様化により、ユニバーサルデザインへのニーズが高まっています。
DNPグループでは、提供するすべての製品やサービスが、できる限り多くの方にとって
利用しやすいものとなるよう取り組んでいます。

ユニバーサル社会の実現

UDの取り組み　●＋ 関連情報

　あらゆる人が安全で快適に暮らせるユ

ニバーサル社会の実現のためには、生活

者の視点で製品やサービスを改善・改良

していくことが欠かせません。DNPでは、
全社員が日々の業務のなかでユニバー

サルデザイン※（以下、UD）を実現することを重要課題と
してきました。2008年も製品やサービスにおいてUDを
実践するとともに、取り組みを加速するため、全事業分

野における活動宣言、理解向上を図るための教育・啓発

活動、外部機関との連携を推進しました。

※【ユニバーサルデザイン】　できる限り多くの人びとに利用可能なように最初から意図
して、機器、建築、身の回りの生活空間などをデザインすること。

※【DNP UDマーク】　DNPグループが推進するユニバーサルデザインへの取り組み
を象徴するマーク。

ユニバーサルデザイン宣言
　ステークホルダーの方々にDNPのUDへの姿勢を理解
していただくため、2008年10月にUD推進委員会委員長
による「DNPグループ ユニバーサルデザイン宣言」を行
いました。宣言は、創業以来の「誰もが読みやすく美し

い文字へのこだわり」や「生活者一人ひとりにとって使

いやすく、安心・安全で快適なモノづくりへのこだわり」

を核に、顧客企業や生活者のニーズに応えていく意志を

示しています。「DNPグループ ユニバーサルデザイン5
原則」とともに、社員がUDを実践するための指針となっ
ています。

　DNPでは、パッケージ部門が中心となってUDを推進し
てきました。2000年に包装設計指針「USE・FULL®」
を設定し、2007年には点字入りの容器や簡単に開封で
きる包装材など、多くの人に使いやすいパッケージを普

及させた活動が高く評価され、バリアフリー化推進功労

者表彰の内閣府特命担当大臣表彰奨励賞を受けました。

　2008年はより使いやすいパッケージデザインや包装材
の開発を進めました。 開封部に大きなタブを設け視覚

と触覚による識別性の向上と、

湯煎時の持ち手機能を持たせた

レトルトパウチは、日本パッケー

ジングコンテスト 2008で触覚識
別表示賞を受賞しました。

課題解決のための環境整備
　DNPはUDの質的向上
を図るため、評価機能の

充実を推進しています。

生活者のユーザビリティ

を検証する専用施設とし

て、大阪の「PUL（パル：
Packaging Usability Laboratory）」に加え、2009年 3月に「ヒュー
マンリサーチラボ」を東京に開設しました。この施設では

UD評価にとどまらず、ブランド認知、店頭購買、使用・
廃棄までの生活者の消費行動全体を科学的に分析する

手法開発に取り組んでいます。

ユニバーサルデザイン5原則

すべての人を思うこだわりが、DNP

グループのUDの原点です。この活
動をさらにみのりあるものにしてい
くため、「DNPグループ ユニバー
サルデザイン5原則」を制定し、DNP

グループが提供するすべての製品や
サービスが、できる限り多くの方に
とって利用しやすいものとなるよう
取り組んでいます。

原則 - 1 明確にする 情報を伝えたい相手の状況にあわせ、適切に表現する。

原則 - 2 直感的にする 使い方が容易にわかり、直感的に扱えるように設計する。

原則 - 3 柔軟にする 多様な使い手、使い方に対応できるように設計する。

原則 - 4 安全にする 使い方を間違えたとしても危険につながらないようにする。

原則 - 5 容易にする 楽な姿勢や弱い力で扱えるようにする。

「ユニバーサルデザイン」を提唱した米国のロナルド・メイス博士による「ユニバーサルデザイン7原則」にもとづき、
DNPの事業領域を考慮して、「DNPグループ ユニバーサルデザイン5原則」として策定しました。

DNP UDマーク※

DNPグループのUD　●＋ 関連情報

消費行動を科学するヒューマンリサーチラボ

ダブルタブパウチ

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/35.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/35.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/35.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/35.pdf
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外部機関との協働
　DNPは、UDを推進するために外部機関との協働を進
めています。2003年から国際ユニヴァーサルデザイン協
議会へ評議員・理事企業として参加し、複数のプロジェク

トで中心的な活動を展開してきました。2008年は、財
団法人共用品推進機構に協力し、触ってわかる工夫が施

されている牛乳パックやカートンなどのパッケージのサン

プルを収集し、特別支援学校（盲学校）に向けて送付し

ました。

　また、色覚の個人差を問わず、多くの人に見やすく配

慮されたデザインの普及を推進するNPO法人カラーユニ
バーサルデザイン機構に協力し、報告書から、宣伝物、動

画、パッケージなど、さまざまな媒体における認証取得を

促進しています。

当協議会は、ユニヴァーサルデザイン（UD）の普及と実現に
向けた活動を行っています。 

UDはまさに企業の果たすべき社会的責任（CSR）の一つであ
ると認識しています。 DNPがCSRの観点からUDを推進さ
れていることは大変すばらしいことであり、今後ともユー
ザーの視点を積極的に取り入れた製品を「さりげなく、大胆
に」開発され、DNPのブランド価値をさらに高められること
を期待しています。

ステークホルダーからのご意見

UD情報の発信と啓発活動
　社内にUDの理解と浸透を図るため、基本知識と自社
のUD製品情報をまとめたネットワークラーニング「ユニ
バーサルデザイン入門」を実施し、グループ会社を含む

全社員約 38,000名が受講しています。また2009年 1月
に東京で開催した有識者を招いたセミナーには、各事業

分野から関心の高い社員が参加しました。

　社外にDNPのUDの取り組みを知ってもらうため、ホー
ムページ上に専用サイトを開設し、情報発信を行っていま

す。また、2008東京国際包装展（東京パック）をはじめ複
数の展示会でも、DNPのUDの取り組みを紹介しています。

明朝体は書籍で最も多く使われている書体ですが、漢字の横線が縦線に比べて細いため、映像字幕に利
用された場合、細い横線が画面ではちらつきやすく文字がはっきり見えにくいという課題がありました。
DNPは、オリジナル書体「秀英体」※のデジタル化事業「平成の大改刻」※を進めており、この一環と
して、2008年7月に、映像用や弱視者向け印刷物用に、横線を太らせることによって視認性を高めた「秀
英横太明朝体」を開発しました。
その後、DNPグループで制作するドキュメンタリー、アニメ、企業のプレゼンテーション映像などで「秀英
横太明朝体」を利用し、弱視者・高齢者などによる視認性の評価を並行して進めた結果、十分な実績が得ら
れたことから、2009年4月より社外へのライセンス提供を開始しました。今後は、携帯電話やデジタルサ
イネージなど、さまざまな表示環境に積極的に展開し、広く普及させていきたいと考えています。
 
※【秀英体】　DNPのオリジナル書体。美しく読みやすい書体として、100年以上にわたり本の作り手や読者から高い評価を得ている。
秀英明朝体、秀英ゴシック体などのラインナップがある。

※【平成の大改刻】　2006年1月より取り組んでいる秀英体デジタルフォントの開発事業。既存のデジタルフォントの改訂、金属活字
時代の書体のデジタル化、新書体の開発等を行っている。

左／従来の秀英明朝体
右／秀英横太明朝体
縦線の太さは変えず、しなやかな筆の
運びや太さの強弱を残すことで、明朝
体の味わいや気品を損なうことなく、
視認性を高めました。

事例紹介 ● わかりやすい表示

目にやさしく読みやすい明朝体フォント「秀英横太明朝体」開発

東京パックのUDブース

国際ユニヴァーサルデザイン協議会
理事長

成川 匡文 氏

http://www.dnp.co.jp/ud/Web DNPのユニバーサルデザイン

http://www.dnp.co.jp/ud/
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DNPグループでは、顧客や生活者が望むことやそれを上回る製品・サービスを提供することが、
企業として最も重要な社会的責任であると考え、
世界最高水準品質で安全な製品づくりに取り組んでいます。

世界最高水準の製品・サービスの提供

製品・サービスの安全性と品質の確保

製品安全への取り組み

「モノづくり21活動」の推進
　DNPグループでは、世界最高水準品質で安全な製品づ
くりのレベルを維持・向上させることを目標とし、2005
年に「品質方針」を定め、DNPグループの全部門、全員
が参加する「モノづくり21活動」※を推進しています。
　製造の活動を活性化しながら、受注から物流・納入ま

での全体最適を図るため、企画開発、営業などの顧客と

の入口部門での改善にも注力しています。品質・コスト・

納期・環境面での活動目標や成果指標を数値化し、そ

れらを全員にオープンにすることにより、あらゆるムダ

を排除し目標達成をめざすものです。

　さらに、社内においては、各事業分野内での「対話」

だけでなく事業分野を横断する「対話」の場を設け、一

方、社外では日常の「対話」を通じて顧客の悩みを聞き

出すなど、継続的に課題解決に取り組んでいます。

※【モノづくり21活動】　DNP21世紀ビジョンの実現に向けて、市場構造変化に適応し
た筋肉質のモノづくり体質をつくるためのグループ一丸となった活動。利益拡大とと
もに資産効率を高めるモノづくりを行うために、常に改善し、維持、継続できる強い
体質をつくる。

品質確保のための規格取得
　品質向上を着実に果たしていくため、さまざまな規格

の取得に積極的に取り組んでいます。

　品質マネジメントとしてI SO9000シリーズ、包装分野の
食品安全品質認証マネジメントシステムのHACCP9000
を事業所単位で取得しています。

　また、情報管理に関して、カードや証券・利用明細など

を扱う分野では ITセキュリティ認証（ISO／ IEC15408）、
個人情報保護（プライバシーマーク）、情報セキュリティ

（ISO27001／ ISMS）の取得も進めています。

製品安全への管理体制
　製品に求められる規格や法の規制に適合することは

もちろん、製品の安全性について顧客のニーズと期待を

上回る製品を提供することで、企業としての社会的責

任を果たすことを基本方針としています。

DNPグループ製品安全管理体制図

　DNPグループは、本社および各事業部、各グループ会社
に製品安全委員会を設置し、また、「DNPグループ製品
安全規程」および「製品安全基準書ガイドライン」、「製品

事故対応ガイドライン」等の指針を作成、周知しています。

これらの規程やガイドラインにもとづき、各事業部、各グ

ループ会社は製品安全管理の仕組みを整備し、安全確保

に取り組んでいます。

より高い安全性の確保
　製品安全への取り組みは、継続性が重要です。年2回
定期的に、製品安全確保の仕組みの点検やすべての製

品群に対するリスク評価を実施しています。その結果を

ふまえ、製品の設計変更、製造プロセスの改善や仕組み

の見直しを行い、より高い安全性確保を推進しています。

　製品に含まれる化学物質管理については、国内の法律

の遵守はもとより、「残留性有機汚染物質に関するストッ

クホルム条約（POPs）」、「米国化学物質規制法（TSCA）」
や、2007年から始まった「欧州化学品規制（REACH）」
などの規制をふまえ取り組んでいます。

世界最高水準品質の提供　●＋ 関連情報

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/37.pdf

DNPグループ製品安全委員会

事務局

事務局事務局

各事業部
製品安全委員会

各工場

各グループ会社
製品安全委員会

各工場

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/37.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/37.pdf
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危機発生時の行動計画策定
　日本の宿命とも言われる地震発生時のリスクについて、

地震リスク診断調査にもとづく拠点の地震規模を想定し、

BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）策定推
進組織において事業継続に必要な対策を推進していま

す。国際的な取り引きが多く、他社を含めた代替生産が

困難で、社会に与える影響度合いが大きいなどの観点か

ら、顧客からの要望も強いエレクトロニクス事業部門、情

報システム部門、銀行のキャッシュカードやクレジットカード

の製造や発行、顧客データベースの設計開発や運用管理、

ダイレクトメールや各種請求書などの作成や発送を行う

IPS事業部門、さまざまなパッケージを含む包装部門およ
び一部内材料供給部門について策定を終え、BCM（事
業継続マネジメント）に移行しています。

　他の事業部門についても今後の ISO化の動きをふま
えて、策定の促進体制を整え、2009年には残る全事業
のBCP策定を計画しています。

　また、製造物責任法（PL法）施行前の1994年からPL
研修を実施。これに加え2000年度からは、受講対象を
一般社員に拡げたネットワークラーニング（パソコンによる

個別研修）を開始し、製品安全に対する社員の啓発・教

育を行っています。

製品安全マネジメントシステム

事業継続計画

2008年10月、弊社が製造したウインナーソーセージ用包装材料
の一部に、製造工程で使用した溶剤のトルエンが、通常より多く残
留しているものがありました。これは、製造設備の一部に不具合
が生じ、接着剤の塗布量が部分的に過多となったことによるもの
です。商品を購入された皆さまをはじめ、関係する多くの方々に
多大なご迷惑をおかけしたことを心からお詫び申し上げます。
再発防止対策として、トルエンを含まない接着剤への切替を行う
とともに、製造設備の保守管理の徹底、残留濃度測定管理の強化
を実施しました。今後も品質管理の徹底に努めてまいります。

製品事故への対応

残留トルエンによる製品事故

ステークホルダーからのご意見

アドバンスドマネジメント研究所　代表

JRCA登録主任審査員（A00068）
CEAR登録審査員（A1982）

JAB認定審査員

石野 茂 氏

DNPグループの多くの事業部門・会社とは、マネジメントシ
ステム審査を通して15年以上のお付合いとなります。各事業
部門・会社のトップから一般社員に至る皆さまとの直接対話
により、世界最高水準品質で安全な製品・サービスの提供を
自らの使命と捉え、各人がそれぞれの持ち場で日々努力を積
み重ねておられることを知っております。

しかし、残念なことに、残留トルエンによる製品事故が発生し、
関係する多くの方々に迷惑をかける結果となりました。小さ
な失敗が大きな被害をもたらす、この認識を全社員が共有す
る必要があります。万全の管理体制を構築したとしても、こ
れを維持運営するのは人であります。自分の失敗が製品・
サービスにどのような危害をもたらすのか、社員各自が、自
らの役割、作業の持つ意味および重要性を認識することが重
要であります。

再発防止の観点からも、定期的に行っておられる製品・サービ
スの安全確保の仕組みの点検やリスク評価の際に、社員の認
識度合いの検証も併せてお願いしたいと思います。

製品安全規程

各種ガイドライン

点検・評価  

（年2回実施）

DNPグループ
製品安全規程

製品設計

製造プロセス設計

製品安全基準書作成

安全確保の仕組みの構築

製品の設計変更

製造プロセスの改善

製品安全基準書見直し

安全確保の仕組みの
見直し

製品安全基準書に
もとづく
製造・管理

製品安全確保の仕組みの点検

製品群に対するリスク評価
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多様性の尊重　●＋ 関連情報 多様な人材の活躍支援　●＋ 関連情報

DNPグループ行動規範に掲げるように、人類の尊厳を何よりも大切にし、
あらゆる人が固有に持つ文化、国籍、信条、人種、言語、宗教、性別、年齢や考え方の多様性を尊重しています。
この考え方にもとづき、「働きがいのある職場・活力のある職場を作るための取り組み」を展開しています。

働きがいのある職場の実現

人類の尊厳と多様性の尊重

ダイバーシティ推進ミーティング
　DNPグループ全社がDNPグループ行動規範に示す「多
様性の尊重（ダイバーシティ）」の考え方を理解し、社員

一人ひとりが持てる力を最大限発揮し活力を持って働き

続けることができる職場づくりをめざして、取り組むべき

課題発見を目的としたミーティングを行いました。2008
年度は 3回実施し、各グループ会社等において推進役と
なる総務部門の担当者が約 80名参加しました。各回、
ゲストスピーカーの講演やグループワークを通し、各社（各

事業部）が抱える課題や他部門での事例などの情報を共

有し、「ダイバーシティの必要性」の理解を深めることが

できました。

　今後はグループ

各社の課題解決

に向け具体的取

り組みを支援し、

ダイバーシティ推

進を促進します。

女性社員の活躍支援ミーティング
　女性社員の能力が最大限に発揮される職場および風

土を醸成するため、2006年より「女性社員の活躍支援
ミーティング（キックオフ・ミーティングとネットワーク・ミーティ

ング）」を行っています。ネットワーク・ミーティングに先立

ち行われるキックオフ・ミーティングは、対象となる女性

社員とその上司が会社の方針、制度、現状を理解し、女

性社員支援の必要性を認識することをねらいとしていま

す。会社の女性社員支援の取り組みや制度の説明、制

度を活用した先輩社員による事例紹介並びに外部講師

による講演会などを実施しています。

　ネットワーク・ミーティングは、毎回 30名の女性社員が
参加し、社内で活躍するロールモデルのキャリアステップ

を紹介するとともに、ワーク・ライフ・バランス、キャリア開

発など身近で関心の高いテーマによるディスカッションお

よび女性社員のネットワーク形成を行っています。2008
年から、対象をグループ全体に拡げ、2009年 3月までに
675名の女性社員が参加しました。

障がい者雇用定着への取り組み
　DNPグループ
全体で、障がい

を有する社員も

活力を持って働

くことができる

職場づくりを積

極的に進めて

います。 特に、

障がい者とともに働く社員を支援する取り組みには力を

入れており、障がいに対する理解を深める活動の一環に

もなっています。これらの取り組みは、障がい者と健常者

が一体となって働く「ノーマライゼーション」 の考え方が基
本となっています。定期的に開催している「手話講習会」

や「手話落語」は、聴覚障がい者が配置されている職場

の社員を中心に数多くの方が受講しており、職場での障

がい者とのコミュニケーションに役立っています。

社
員
コ
メ
ン
ト 

● 

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
参
加

DNP東北 総務部 部長

大須賀 匠
DNP東北 総務部

佐藤 桐子

DNPグループ全体として
自分たちの職場の問題点を
話し合えたことは有意義でした

「ダイバーシティ推進ミーティング」に参加して、マイノリティ

と言われる“女性”の立場というものを知り、DNPグループ全
体としてDNP東北が解決していかなければならない問題点を
話し合えたことは、働き方の見直しを考えるうえでとても有

意義でした。労働時間管理や有給休暇取得促進、両立支援制

度の周知や運用改革の必要性もあらためて感じています。

そんななか、働きやすい職場づくり、ワーク・ライフ・バランスの

実現をめざし、労使共催で“子ども職場参観日”を実施しました。

この企画にやりがいをもって取り組んだ社員たちの姿が結実

し、勢いとなっていま、職場では“働きやすさ”というものが確

かに息づいてきた感があります。この勢いが、さらに大きな

潮流となるよう今後とも積極的な取り組みをしていきたいと

思います。

会場の様子

手話講習会

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/39.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/39.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/39.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/39.pdf
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DNP ファミリー・フレンドリー・デー
　次世代育成支援の取り組みとして「DNP ファミリー・
フレンドリー・デー」（子ども職場参観日）を実施しました。

2008年は子どもたちの夏休みである8月に市谷にて2回
開催し、延べ23家族 71名（内子どもは34名）が参加し
ました。当日は出版関連の工場見学や親の職場参観を行

い、子どもたちの親の仕事に対する理解につながりました。

また、2009年2月にはDNP東北でも開催し、10家族 33
名（内子ども17名）の参加があり、大変好評でした。海
外においても、2008年6月にDNPデンマークで行った「ファ
ミリーデー」に18家族75名が参加しています。
　今後もDNPグループにおいて拡く展開し、次世代を担
う子どもたちの就業意識や仕事に対する興味を育むと

ともに社員の親子（家族）のコミュニケーションを促進し

ていきます。

ステークホルダーからのご意見

株式会社ニッセイ基礎研究所
主任研究員

土堤内 昭雄 氏

カンガルーの会2009

　2009年1月、産休・育児休業者を対象とした「職場復
帰プログラム」の一環として、職場復帰セミナー『カンガ

ルーの会2009』を開催しました。当日はキャリア・アド
バイザーによる講演とグループワークが行われ、56名が
子育てと仕事の両立における不安や周囲とのコミュニ

ケーションの方法などについて学び、話し合いました。

　従来は、 産休・

育児休業取得者の

みを対象として毎

年 1月に実施して
いましたが、「同じ

講演をパートナー

にも聞いてほしい」

「共通の課題を話し合う場がほしい」という参加者の要

望を反映し、今回からパートナーも対象に加え、社内外

合わせて 12名の男性パートナーが参加しました。 育児
と仕事の両立は女性だけのテーマと思われがちですが、

性別に関係なく、育児や仕事などのライフスタイルにつ

いて一緒に考える場を提供し、多様性を認め合う職場

づくりを促進します。

次世代育成支援　●＋ 関連情報

社
員
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加

市谷事業部 市谷第2営業本部

杉山 真理子 夫妻

復帰への自信を持つことができ、
家族みんなでの子育てを
学ぶ良い機会になりました

子育てをしているとつい引きこもりがちになり、復帰すること

に対して不安ばかりが募っていましたが、会に参加し、同じ

DNPの働くお母さん方と話をすることができ、とても気分が晴
れましたし、復帰に向けて自信を持つことができました。

また社内外問わずパートナーと参加できることが、私にとって

も夫にとっても新鮮で、子育ては夫婦二人でしていくものなの

だな、と改めて気がつくことができました。

子どもは（私も）初めて他人に預けられる（預ける）という体験

をし、家族みんなで復帰に向けての予行練習をすることがで

きたのではないかと思いました。

海外でも見学会を実施
（DNPデンマーク）

男性パートナーが初参加

コンピュータで版を作成する現場の見学
（DNP市谷地区）

DNP（グループ）では社員の能力を最大限活かすためにダイ
バーシティ推進ミーティングを行い、社員のワーク・ライフ・
バランスを促進しています。特に女性の能力を十分活用す
るために仕事と子育てが両立する就業環境を整え、2007年4
月には東京労働局より次世代育成支援企業の認定を受けて
います。

今後、ワーク・ライフ・バランスの実現は仕事と子育ての両立
にとどまらず、生涯教育や地域活動など多様な個人の生き方
も可能にします。そして、ワーク・ライフ・バランスは社員に
対する企業内福祉を超えて、組織の人材ポートフォリオを多
様なものとし、企業体質の強化や生産性の向上、新たな付加
価値の創造などにつながります。ダイバーシティな会社は社
員が輝く（Shineする）組織なのです。

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/40.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/40.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/40.pdf
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DNPグループの力の源である多様な社員一人ひとりの意欲に応え、成長を支えることで、
新たな分野での価値が生まれ、職場に波及していくことを期待して、
さまざまな制度を導入するなど自由闊達で快適な職場づくりに取り組んでいます。

グループの活力を高める快適な職場づくり

安全で活力ある職場の実現

働き方の変革（＝仕事の進め方の変革）
　DNPグループの持続的発展と社員一人ひとりのこころ
豊かな生活、そして創造性と活力あふれる企業風土を実

現していくには、「一人ひとりが、それぞれの期待役割や

期待成果に応えるとともに、個人生活のさらなる充実に

つながる、より効率的で生産性の高い自律的な働き方」

の実践が不可欠となります。一方、DNPグループを取り
巻く事業環境は大きく変化しており、将来の発展を支え

る強靭な企業体質の構築には、DNPグループ全員が「す
べてをゼロから見直す」という観点で、自らの仕事の生

み出す付加価値を意識し、従来の働き方を革新的に変え

る、「働き方の変革（＝仕事の進め方の変革）」を実現し
ていかなければなりません。

　こうした認識のもと、2008年度は、DNPグループの全員
で仕事の進め方を見つめ直し、時間資源の有効活用を

推進することができるよう、これまでの取り組みから、さ

らに一歩上のステージをめざし、さまざまな活動を広く展開

しました。

時間資源有効活用プロジェクトの概要図

① DNPグループ時間資源有効活用プロジェクト　
　今後の時間資源の創出と有効活用に向けては、DNP
グループ全体で中期的な方針や目標を設定し全員で共

有すること、そしてDNPグループの労使がこれまで以上
に連携、協働を深めていくことが重要であるという認識

のもと、2004年度から実施してきたDNPの労使による
時間資源有効活用プロジェクトを再編し、DNPグループの
労使メンバーによる「DNPグループ時間資源有効活用プ
ロジェクト」へ発展的に拡充しました。

　そのうえで、2009年4月からの3カ年（2009～2011年
度）計画となる「DNPグループ時間資源有効活用プロジェ
クト第1次基本計画」を策定し、DNPグループ全体の共通
方針と共通目標を設定し、全員で取り組んでいくことに

しました。また併せて、全体最適の観点から、仕事や製

品の流れに応じ、事業部グループ単位で「業務効率化活

動」に取り組んでいけるよう、「DNPグループ時間資源有
効活用プロジェクト」の下部組織として「事業部グループ

時間資源有効活用プロジェクト」も同時に発足しています。

② 業務効率化に対する施策
　2008年度は、社員一人ひとりが自分の仕事の進め方
を見つめ直し、本来の目的を考えるとともに、自部門の

あるべき業務体系を描き、最適な仕事の流れを実現し

ていくための、全員参加による「業務効率化活動」を後

押しできるよう、2種類の「DNPグループ業務効率化ハン
ドブック」を策定し、全員に配付しました。

　また、2007年に開催した「業務効率化研修（マネジメ
ント研修、第1期エキスパートセミナー）」に引き続き、各
事業部グループにおける業務効率化の活動推進役を養成

するための「第 2期業務効率化エキスパートセミナー」を
開催しました。今回のセミナーでは、各事業部グループの

代表メンバーが 20のテーマについて、半年程度かけて 4
回のセミナーを実施し、情報収集、業務フロー作成、機能

定義と評価、代替案づくりといったステップを踏んだうえ

で、具体的な実行計画まで策定しました。

創造性と活力あふれる風土づくり　●＋ 関連情報

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/41.pdf

永続的な成長、活力ある職場　　　ワーク・ライフ・バランス、自己実現

21世紀ビジョンの実現

働き方の変革（＝仕事の進め方の変革）

●　状況把握、対策実施、
　　状況チェック
●　対策提案

会　社 組　合

協議・実行テーマ

労使の役割

●　状況把握、対策立案、
　　実施

周知・啓発 対策立案・実施 チェック・フォロー

事業部・各社時間資源有効活用プロジェクト

DNPグループ時間資源有効活用プロジェクト

毎月1回開催

6カ月に1回開催

所定労働時間内での仕事の達成

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/41.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/41.pdf
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目標管理評価制度・目標チャレンジ制度
　DNPでは、新制度導入後、趣旨の浸透と運用状況の確
認、今後の運用強化策の検討などを目的に、社員へのアン

ケート調査を行っています。2008年度は、その結果をふ
まえた取り組みの一つとして、評価制度の具体的な運用

の充実に向け、評価にかかわる各制度（目標チャレンジ制

度、役割レベル評定制度等）の目的や趣旨、人事考課と

のつながり、実施時期等を社員へ正しく理解してもらうた

めの「評価諸制度相関図」をまとめ、全員へ配付しました。

　さらに、管理職を対象とした評価方法の原則と面談技

法の理解を深めるための「目標管理マネジメント研修」を

開催（55回開催、延べ1,700名参加）するとともに、2004
年から継続実施していた「目標設定研修」に関し、2008
年度は、一般職の上位層まで対象を拡大し、社内の実

際の目標を教材としたケーススタディにもとづく基礎研修

を実施（上級職15回開催、延べ450名および一般職76
回開催、延べ1,900名参加）しました。
　2009年度は未受講者に対して引き続き研修を実施し
ていくとともに、管理職に対しては集合研修だけではな

く、組織のアクションプログラムから各管理職の取り組む

べきテーマが目標設定されているかを検証するためのワー

クショップを実施していくことなどを検討しています。

グループ会社への新人事諸制度の展開
　DNPは2007年、ビジョンの実現へ向け、社員一人ひと
りがより力を発揮していけるよう、その基盤となる人事諸

制度を再構築し、新制度（等級・賃金・勤務・表彰制度）

の導入を図りました。新人事諸制度は、「期待役割・期

待成果の発揮」をベースに再構築を図るという基本方針

のもと、新職群区分・新等級段階の設定、新賃金体系の

導入、企画業務型裁量労働制の適用、タイムリーな業績

表彰といった新制度を適用しています。

　この「期待役割・期待成果の発揮」という考え方は、

DNPグループ全体の人事諸制度に共通する方針であり、
既にグループ会社も50社が導入済みですが、2008年度
は、さらに18社のグループ会社において、それぞれの特性、
人事戦略も反映させながら、DNPと同様の趣旨で人事
諸制度の再構築、共通化を図りました。

適正な評価と処遇の実践　●＋ 関連情報

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/42.pdf

21世紀ビジョンの実現

新しい価値創造 （P&Iソリューション／モノづくり21活動） 創発的な企業風土・文化の醸成

自立、協働することで課題に積極果敢に挑戦し、創発しあう環境

業務効率化活動 意識、行動の変革

役割遂行と個の成長 対話と共有

期待役割を果たすための活動 行動規範にもとづく誠実な行動自己成長・自己実現 創発的な協働

人　事　労　務　施　策

21世紀ビジョンの実現に向け基盤となる人事労務施策

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/42.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/42.pdf
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人材の開発支援　●＋ 関連情報 人材育成の推進　●＋ 関連情報

グループの活力を高める快適な職場づくり

安全で活力ある職場の実現

　社員一人ひとりが専門的な知識と技術を身に付け、

自立した個として最大限に役割を果たし、自らの成長

と自己実現を図ることができることが大切だと考えて

います。これを支援するため、希望する仕事を選択でき

る人事制度、専門的な知識や技術の習得を促進する制

度、評価・処遇の制度を設けています。

希望する仕事を選択できる人事制度
　キャリア形成を支援する人事制度のなかでも、「自主

的な仕事の選択の機会および仕事の幅を拡大する機会

を与える制度」として、専門的な能力・経験を持ち、自

己実現を図りたい社員を公募する「社内人材公募制度」、

社員の自己啓発や異動希望を調査し、上司と部下のコ

ミュニケーションを通じて信頼関係の構築を図る「自己

申告制度」、社内に埋もれたシーズや社員のアイディアを

積極的に活用する「社内ベンチャー制度」、業務スキル向

上のために一定期間他部門に留学できる「社内留学制

度」を設けています。

実践的で多彩な研修プログラム
　DNPグループでは、各
分野で必要な基礎知識

や専門知識の習得、自

己管理能力や対人能力

と情報や概念を扱う能

力の開発など、実践的

で多彩な研修プログラ

ムを提供し、社員一人ひとりのキャリアデザインを支援し

ています。社員一人ひとりが、自分の将来像とそこに向

けた能力習得の道筋を描き出し、責任と自信を持って

社内外の人たちと協働できることをめざします。

　管理職やリーダーには、部下が力を十分に発揮できる

ように、キャリア開発の制度の必要性についての理解を

深めながら、コミュニケーション能力を高める実践的な研

修を行っています。

社
員
コ
メ
ン
ト 

● 

社
内
ベ
ン
チ
ャ
ー
制
度
設
立
会
社

「教育界への企業の貢献」を自身のテーマに模索している時、

地球環境を子どもに伝えるカードゲーム「My Earth」を売り
込みに来た大学生 2人のプレゼンテーションを聞く機会があ
り、その情熱と奇抜なアイディアに心を動かされ、3人で社内
ベンチャー制度に応募することを決心しました。

産学連携、学生との合弁会社、合同会社という形態、カード

ゲームの開発と販売、DNPにとっては初物尽くしの取り組み
となりましたが、社内の法務、知的財産権、労務、経理、製造

現場等多くの専門部署から的確なアドバイスを受け、会社設

立まで一気に駆け抜けました。社員の夢をサポートする社内

ベンチャー制度は優秀なスタッフに支えられていることを改

めて実感しました。

合同会社マイアース・プロジェクト

岡部 佳文

優秀なスタッフに支えられ
夢をカタチとすべく
取り組んでいます

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/43.pdf

諸制度の実績

社内人材公募制度 自己申告制度
社内留学制度

募集人数 異動人数 面談実施人数 異動人数

2005 78名 55名 287名 80名 3名

2006 120名 51名 302名 120名 3名

2007 119名 47名 312名 115名 0名

2008 90名 40名 302名 112名 1名

社内ベンチャー制度によって設立された現存するグループ会社

会社名 設立日 事業内容

株式会社シーピーデザイン
コンサルティング

2002年
3月28日

個人情報保護に関するコン
サルティング事業

株式会社エムズコミュニケイト 2003年
9月12日

顧客会員制サービスに関す
るコンサルティング事業

株式会社アットテーブル 2004年
9月1日

スーパーマーケットを対象と
した販促支援事業

株式会社ユートゥ　 2006年
1月23日

サッカー等のスポーツコンテン
ツの携帯電話サイト運営事業

合同会社
マイアース・プロジェクト

2008年
7月7日

地球環境カードゲーム「My 
Earth」の販売事業

概算教育費用（単体）（単位：百万円）

2005 1,132

2006 980

2007 1,038

2008 1,027

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/43.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/43.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/43.pdf
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職場の安全　●＋ 関連情報

労働災害防止への計画的な取り組み
　労働災害防止を図るためには、対策を総合的かつ計

画的に実施する必要があるとの趣旨から、2009年度を
初年度とし、2011年度を目標年度とする「DNPグループ
第1次労働災害防止基本計画」を策定し、労働災害度数
率の数値目標を定めるなど、具体的な推進事項に関す

る目標を設定し、今後とるべき施策を明らかにしました。

　グループ内外の労働災害を巡る動向をふまえ、安全衛

生対策については、労働災害全体を減少させるためのリ

スク低減および重篤な労働災害の防止という二つの観

点から取り組んでいます。

安全衛生マネジメント実践セミナー
　「DNPグループ第 1次労働災害防止基本計画」の推進に
先立ち、グループ内の製造部門を持つ全事業場の総務部

課長と安全衛生担当者 120名を対象に、2008年 8月～
2009年 1月まで全 6回（1回 30名で延べ 24回）の能力
向上教育を実施して、各事業場の計画策定準備を進め

ました。

　カリキュラムの内容は、「DNPグループ安全衛生管理規
程」の理解促進に加え、中央労働災害防止協会の専門

分野の講師による講義、グループ内災害を題材とした事

例研究からなり、毎回、取り上げたリスクに関する自事

業場の災害防止対策のマネジメント展開を課題とするこ

とで、具体的なリスク抽出と対策推進を並行して進めま

した。最終課題は各事業場の労働災害防止3カ年計画の
策定とし、関係者の能力向上と基本計画の充実を図りま

した。今後は各事業場を会場に現場診断スキルをテーマ

としてさらに実践的な内容で検討していきます。

　DNPグループではグループ全体の安全衛生水準の向上
をめざし、これまで進めてきた安全衛生にかかわる施策

をさらに高め、グループとして統一化する活動を進めま

した。 推進体制として新たにDNPグループ安全衛生連
絡会議を中央に置き、労働組合との協働で施策の検討

や活動状況の把握を行います。事業部グループやグルー

プ会社についても、それぞれの推進組織を見直し、グルー

プとしての連携強化を図りました。

グループの安全衛生水準の向上
　安全衛生を取り巻く社会環境の変化への対応、並び

にDNPグループの安全衛生管理水準の向上に向けた
DNPグループの連携強化に資するため、安全衛生管理規
程の改訂を進めました。原典となる安全衛生管理規程

並びに関連する細則、ガイドライン等、安全衛生について

DNPグループ社員が共有すべき事項を体系化し、「DNP
グループ安全衛生管理規程」として法人ごとに制定手続

きを行っています。

DNPグループ安全衛生推進体制

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/44.pdf

労働災害発生率（休業災害度数率）

DNPグループ 全印刷業 全産業

2005 0.60 1.45 1.95

2006 0.55 1.45 1.90

2007 0.47 1.52 1.83

2008 0.49 0.94 1.75

DNPグループ安全衛生推進組織

事業場自主点検による活動の評価

事業部グループ安全衛生推進組織

事業場安全衛生委員会

各社安全衛生推進組織

DNPグループ第1次労働災害防止基本計画

事業部グループ／会社第1次労働災害防止基本計画

事業場第1次労働災害防止基本計画

DNPグループ第1次健康保持増進基本計画

事業部グループ／会社第1次健康保持増進基本計画

事業場第1次健康保持増進基本計画

計画の策定

計画の策定

計画の策定

計画の共有

計画の共有

計画の実施

計画への反映

計画への反映

計画への反映

是正

事業部グループ／会社評価

DNPグループ評価

事業場評価

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/44.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/44.pdf
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グループの活力を高める快適な職場づくり

安全で活力ある職場の実現

健康保持増進と活力の醸成　●＋ 関連情報

　DNPグループでは、グループ社員とその家族の健康増進
について、これまで培ってきた「DNPグループ・トータル・
ヘルスサポート・システム」という基盤の上に新たなビジョ

ンを乗せて「DNPグループ健康づくりに関するガイドライ
ン」を定め、DNPグループにおける健康管理のあり方を指
針として示しました。

　これにより個々人の健康づくりへの意識の高まり、生活

習慣病予防に対する社会的な要請、人材活用面からの社

員および家族における健康保持増進の必要性などの「健

康」にかかわる考え方やニーズの変化に対応していきます。

　具体的な施策を実施するため、「DNPグループ第 1次
健康保持増進基本計画」等の策定、推進体制の確立を

進めています。

健康増進への計画的な取り組みと推進体制
　「DNPグループ健康づくりに関するガイドライン」にもと
づき、継続的かつ計画的に社員とその家族の心身の健康

保持増進を図るため、2009年度を初年度とし2011年度
を目標年度として「DNPグループ第 1次健康保持増進基
本計画」を策定し、健康保持増進施策の目標、評価、推

進体制、推進事項等について定めています。

　計画の推進体制として、新たに「DNPグループ健康づ
くり推進委員会」を本社に設け、各事業場が推進する年

間計画のモデルを提示します。 各事業場では安全衛生

委員会の下に「健康づくり推進事務局」を置き、健康診

断結果の活用や健康保持増進に関するイベントの実施

など基本計画目標をふまえて全事業場での活動展開を

進めていきます。また、これらの推進には専門スタッフが

あたるよう、体制の整備を図っています。

セカンドライフ準備ガイダンス
　DNPグループを定年退職する社員の“豊かで充実した
セカンドライフの実現”を支援するために、労使協働の取

り組みであるライフプラン推進制度の一環として「セカン

ドライフ準備ガイダンス」を開催しています。

　現役時代の仕事から得られた生きがいに代わる“退職

後の生きがい”の作り方、生活習慣病を予防し“健康寿命

を延ばす”ための方法、“セカンドライフの生活費の準備”

についてなど、セカンドライフを「生きがい、健康、家庭経

済」の三つの側面から説明

し、「気づき」を促す内容に

なっており、ご夫婦での参加

を勧奨しています。 2008年
度の実績は、開催回数11回、
参加者数は472名です。 

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
推
進
室
の
コ
メ
ン
ト

豊かで充実したセカンドライフを実現するには、老齢年金、企

業年金だけでは不足するのが実情で、自助努力が必要とされる

現代において、DNPグループ財形年金や団体生命保険を活用
してセカンドライフに備え、残された会社生活を安心して、前

向きに過ごしてもらえるようさらに充実を図っていきます。

セカンドライフ準備ガイダンス

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/45.pdf

体系的な施策の実施

気づきの促進 疾病予防・健康保持増進の強化 健康診断と保健指導の実施 診察・治療環境の整備

現行
制度等

● 健診結果参照メニュー
● 広報、PR活動
　（冊子「健康ライフ」等）
● ストレス度チェック
● セカンドライフ準備ガイダンス

● 相談室（健康相談室、メンタルヘルス相談室）
●　電話相談（DNP健康ネットワーク）
●　栄養相談、運動相談
●　メンタルヘルスカウンセリング
●　メンタルヘルス教育（ネットワークラーニング）
●　保健事業（風邪薬の配付）
●　医師による面談（長時間労働者等）

●　定期健康診断　
●　生活習慣病健診
●　再検査、精密検査　
●　人間ドック

●　診療所　
●　メンタルヘルス診療
●　協力病院との連携
●　リハビリ休職制度

新たに
追加する
制度等

●　健診結果参照メニューの拡充
●　測定型、行動型健康イベント
●　健康チャレンジキャンペーン

● 栄養相談、運動相談の拡充
● 生活習慣病対策食事メニューの提供
● DNPグループメンタルヘルス外部相談窓口の充実

● 特定健診、特定保健指導
● 被扶養者の特定健診受診体制お
よび特定保健指導体制の整備

● 診療所の改修、設置、
運営方法の見直し

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/45.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/45.pdf
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新型インフルエンザ対策
　DNPグループとしての対策を確立するため、中央防災
会議のなかに「新型インフルエンザ対策専門会議」を設

け活動を進めています。対策専門会議には従来の中央

防災会議メンバーに加え、医療専門家、海外安全推進室、

全国規模の流行を視野に入れた場合に想定される物資

輸送部門、対策用備蓄品の検討チームを加え、各分野

における対応の検討を進めました。

　行政による対応マニュアル、他社情報、公衆衛生担当

部門のヒヤリングなどにもとづき、新型インフルエンザ対

策要綱並びに対策基本計画を制定し、グループ社員の行

動基準並びに感染予防対策・感染拡大防止対策基準を

含めたDNPグループの新型インフルエンザ対策方針を決
定しました。

ステークホルダーからのご意見

DNPでは会社と健保診療所とが一体となって、社員の健康増
進に努力しています。診療所では健診受診率の目標を100%
とし、健診漏れがないようにしています。

最近はDNPでも糖尿病、高脂血症（脂質異常症）、高血圧等の
生活習慣病が増加し、これらの動脈硬化の危険因子を複数有
するメタボリックシンドロームの患者も増加しており、健診後
は特にメタボリックシンドロームの患者さんへの生活習慣の
改善指導を懇切丁寧に行っています。社員を対象とした衛生
講話ではメタボリックシンドロームのリスクを詳しく説明し、
体重や血圧なども記録する健康チャレンジキャンペーンなど
も実行しています。

診療所は社員の心身の健康が会社全体にとって最も大切と考
え、社員の健康増進に努めています。 

防災のための体制づくり　●＋ 関連情報

危機発生時の行動計画策定への取り組み
　大規模自然災害や火災事故などの危機発生時に、長

期にわたって機能・役割を中断させてしまうことは、顧

客をはじめ、さまざまなステークホルダーに甚大な影響や

迷惑をかける恐れがあります。その結果、DNPの売上の
減少にとどまらず、信用やブランドへの波及も考えられ、

企業の存続を左右することさえあります。そのようなリ

スクの低減を図るために、危機管理の一環として、危機

発生時の行動計画であるBCP（Business Continuity Plan：事業継続
計画）の策定を進めています。

地震発生時の対策
　DNPグループは、震災時の社員の安全確保、事業所復
旧対応、家族への支援、地域住民への支援を目的として、

地震対策要綱および中央防災基本計画を制定し、その

方針にもとづいて地震対策を推進しています。

　震災対策推進組織として「防災会議」を本社と地区

の事業部・グループ各社に設置し、震災発生時には、こ

れらの組織が自動的に対策本部に移行します。具体的な

災害予防対策、震災時における応急対策および震災後

復旧対策などについては人的対策部会、構築物等対策

部会、財産保全対策部会、事業活動対策部会、広報対策

部会、地域対策部会の6つの対策部会が推進しています。
　2006年からは、中央防災会議のなかにBCP策定推進
組織を設け優先度の高い事業への策定を進め、2008年
までに7事業について策定を完了しBCM（事業継続マネ
ジメント）に移行しています。他の事業部門についても、

今後のISO化の動きをふまえて策定の促進体制を整え、
2009年には残る全事業のBCP策定を計画しています。

大日本印刷健康保険組合
なんば診療所

山下 静也 氏

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/46.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/46.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/46.pdf
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「本業に近いところで息長く」をモットーに、
印刷技術やグラフィックアートなどを中心として、
より豊かな社会を実現するためのオリジナリティあふれる文化活動を展開しています。

企業市民としての社会貢献

社会の一員としての取り組み

アートの発信による文化支援
　DNPは、印刷に最もかかわりの深い芸術分野である
グラフィックデザインやグラフィックアートの普及・振興を

願って、1986年、東京・銀座に日本初のグラフィックデザ
イン専門ギャラリー ggg（ギンザ・グラフィック・ギャラリー）を開設。
以来20余年にわたり、国内外の優れた作品・作家を紹介
する独自の展覧会を毎月開催しています。また1991年
には大阪にdddギャラリーを、1995年には福島・須賀川
にCCGA（現代グラフィックアートセンター）を開設しました。2008
年度に開催した展覧会には 82,500名の方々に来場いた
だき、累計では 1,245,000名となりました。

芸術文化のより公益的・継続的な振興
　DNPは展覧会活動等を通じて、作品のもつ芸術的・
文化的価値は人類共通の財産であるとの認識を深めて

きました。そこで上記活動分野については、2008年 7月、
DNP創立 130周年記念事業の一環として、文化活動の
恒久化と一層の充実を図るため、「財団法人DNP文化
振興財団」を設立しました。従来の展示事業はもとより

右記の事業に取り組み、より公益性の高い活動を持続的

に展開していきます。

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/47.pdf

http://www.dnp.co.jp/foundation/Web ギャラリー

「財団法人DNP文化振興財団」の事業内容

1. アーカイブ事業
作品や資料の収集、保存およびその公開
や財団独自での調査、研究を実施すると
ともに、国内外機関・個人との共同研究
等も行う。

2. 展示事業 優れた作品等の展示、必要に応じて国内
外機関・個人との共同研究等を行う。

3. 教育・普及事業
セミナーの開催、刊行物の発行やイン
ターネット等を通じた情報提供等の
教育・普及活動の実施。

4. 国際交流事業
海外作家の展覧会の企画や海外への日
本のグラフィックデザインの紹介など、
国際交流を行う。

5. 研究助成事業 芸術文化活動に対する顕彰および助成
を行う。

2008年度開催の展覧会実績

会場 ggg dddギャラリー CCGA

開催回数 12 回 8 回 3 回

年間入場者 65,000 名 15,000 名 2,500 名

累計入場者 936,000 名 245,000 名 64,000 名

会場風景

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/47.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/47.pdf
http://www.dnp.co.jp/foundation/
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より体験的で情感あふれる学習機会の提供
　2006年「美術作品の新しい鑑賞方法の提案」をテーマ
に、東京・DNP五反田ビルにオープンしたフランス・ルー
ヴル美術館とDNPとの共同プロジェクト「ルーヴル‐DNP
ミュージアムラボ（LDML）」。2008年度も 2回の展覧会を
開催し、12,000名の方にルーヴル美術館所蔵の作品を
DNPの最先端の映像・通信技術を通じて鑑賞・体験い
ただきました。またセミナーや映画会などでも2,640名の
方の参加を得ました。

　来場者には、

先生の引率を

伴った日本の小

学校や在日フラ

ンス人学校の生

徒の皆さんをは

じめ、大学の授

業の一環として

参加した学生の方々、国内外の研究機関からのグループ

なども含まれています。

　2008年度は、ggg、ddd、CCGA、LDMLにおいて、合
計で教育機関 67団体に協力し、1,600名の方にご利用
いただきました。

教育機関への情報発信
　gggとdddギャラリーでは、社会人や学生を対象として
展覧会出展作家によるギャラリートークを開催しています。

第一線で活躍するデザイナーやアートディレクターの話は、

参加者の方々の高い関心を集めています。gggでのギャ
ラリートークは、TV会議システムを通じてdddギャラリー
や大学にも配信しています。

　また2008年度は、日本を代表するグラフィックデザイナー
20名へのインタビュー映像をまとめた記録集「クリエイター
ズ・ファイル」（DVD20枚セット）を作成しました。研究・
学習資料として、全国の主要な大学、図書館、美術館な

ど100カ所に寄贈します。

フランスのアートに関する情報提供
　一般の方にフランスの美術館や展覧会に関する情報

を提供する施設として、東京・銀座の「メゾン・デ・ミュゼ・

ド・フランス（MMF）」があります。各種セミナーのほか、「イ

ンフォメーション・センター」では、資料閲覧はもとより専

門スタッフによるアドバイスや情報収集のお手伝いも実施

しています。年間2,000名の方が書斎感覚で訪れるこの
場所は、大人の学びの場として、新しい銀座の名所とな

りつつあります。

インタビュー記録集「クリエイターズ・ファイル」（DVDセット）

リセ・フランコ・ジャポネ・ド・東京の生徒たちの観覧

http://www.museumlab.jp/ http://www.museesdefrance.org/Web WebLDML MMF

2008年度学習機会の提供実績

会場 LDML ggg・dddギャラリー MMF

内容 展覧会 イベント　 ギャラリートーク 講演会

開催回数 2 回 64 回 30 回 14 回

入場・参加者 12,000 名 2,640 名 2,500 名 330 名

開催風景

http://www.museumlab.jp/
http://www.museesdefrance.org/
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アートを通じた国際交流
　LDMLには、2008年もフランス・ポンピドゥーセンター、
アメリカ・ボストン美術館、ドイツ・ノイエザムルング美術

館など海外のミュージアム関係者の視察が相次ぎ、新し

い美術鑑賞のあり方を巡って知見を交換しました。ggg
では、イギリス、フランス、ドイツを代表する作家・団体

の展覧会を 3回開催。関係者の方 も々来日し、日本のデ

ザイナーの方 と々の交流を深めました。

　一方、gggの展覧会「2008東京タイプディレクターズク
ラブ展（TDC展）」はイタリアのジョルジョ・チニ財団美
術館に巡回し、最先端の日本のグラフィックデザインを

紹介しました。

　また、サイト「artscape（アートスケープ）international（英
語版）」では、ネイ

ティブの視点からみ

た特色ある日本の

美術館や展覧会を

毎月紹介し、日本語

版（月間アクセス数：

150万ページビュー）
とは違った情報発信

に努めています。

地域交流の展開
　DNPは、地域との交流も積極的に展開しています。
2008年度はCCGAの所蔵品だけで構成された展覧会
「アメリカ現代版画への招待 _ CCGA現代グラフィックアー
トセンターコレクション展」の富山県・砺波市立美術館で

の開催をはじめ、作品を通じた国内の美術館との交流

の輪も拡げました。またCCGAでは、「市民講座・木版

画教室」や、学生版画コンクール、美術イベント、老人介

護施設入居者の見学などへも協力し、地元須賀川市の

文化振興に一役かっています。　

　また、LDMLにおいて近隣住民の方々が参加して行わ
れるワークショップも、回を重ねるにつれて恒例となりつ

つあります。

「artscape international」の画面

ステークホルダーからのご意見

NPO法人
東京タイプディレクターズクラブ

事務局長

照沼 太佳子 氏

国際賞であるTDC賞の海外巡回展※をヴェネチア（2008年9
月10日～ 11月2日）で開催しました。コンペの成果に加え、
過去の受賞作品からも選び合わせて展示しました。

日本からの作品が多数ではありますが、世界各国の作品も
「東京発」として紹介することは国際交流として大変意義深
いことです。TDC賞は作品のセレクションにおいて「東京の
視点」が強くあり、そこが良いと世界に評価されています。
現地での北川一成氏の講演においても、「私たちはこれを選
ぶ」という視点の独自性から、日本を語ることができました。

※【TDC展】　毎年先端的なタイポグラフィ作品が一堂に会する国際的なコ
ンペティションとして、東京タイプディレクターズクラブが主催する「東京
TDC賞」の成果を紹介するもの。
● ギンザ・グラフィック・ギャラリー（ggg）において

2008年4月4日～ 4月26日 『08 TDC展』 開催
2009年4月3日～ 4月25日 『09 TDC展』 開催

砺波市立美術館で開催されたCCGA所蔵品展
（CCGA学芸員による解説）

http://artscape.jp/Web artscape

http://artscape.jp/
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地域への貢献　●＋ 関連情報

寄付金によるインドネシアの植樹活動
　DNPファシリティサービスでは環境保護活動の一環と
して、マイショップ※などでのレジ袋の購入代金（1枚5円）
に、同額を上乗せした金額を寄付金に充てています。

2008年10月に、2007年10月～2008年9月分の64万円
をDNPグループとゆかりの深いインドネシア共和国に寄
付し、11月にはグヌングデ・パンランゴ国立公園※にて植

樹が行われました。公園内の植樹地域を地域住民が整

備し、地元の小学生が植樹を行いました。この活動は単

に木の植樹だけでなく、地域住民が将来的に森林伐採

によらずに生計を立

てていけるよう考え

られた新しいプログ

ラムのもと行われて

います。今後も半期

に一回、継続的に

寄付をしていく予

定です。

※【マイショップ】　DNPグループ社員向けの食品・日用品などを販売する売店で、地域
の方にも開放して買い物をしていただける施設。

※【グヌングデ・パンランゴ国立公園】　ジャワ島西部の内陸部に位置し、3,000m級の
二つの山を中心とした、東京ドーム4,700個分もの広さがある公園。

障害者授産施設による工場でのパン販売に協力
　埼玉県蕨市にあるIPS事業部蕨工場では、工場の昼食
時に、地元蕨市の知的障害者授産施設「レインボー松原」

の皆さんが作ったパンの販売をしています。販売時の誠

実な対応や、パンそのもののおいしさ、また社員の目に

とまりやすい場所の提供などによって評判が徐々に高ま

り、当初月1回50食からスタートした販売は、いまでは月
2回約 400食が完売する
ほどの人気となっていま

す。同事業部では地域と

の共生を深めるため、こ

の活動をさらに広めてい

く予定です。

北海道の環境保護活動を応援
　北海道コカ・コーラボトリングでは、1993年の発売以
来15年間、多くの北海道民に親しまれ、販売数が伸び続
けている「ジョージアサントスプレミアム」をより道民に愛

される商品とするため、2006年に世界自然遺産「知床」
をデザインした北海道限定缶を開発しました。また、北

海道産の乳・砂糖を原材料に使用することで地産地消の

気運を高めるとともに、札幌工場での製造により食品の

輸送距離を示す数値「フードマイレージ」の軽減に寄与し

ています。

　2007年 10月には北海道の環境保護活動を応援する
ため、「ジョージアサントスプレミアム北海道限定デザイン

缶」の売上の一部を、販売数に応じて継続的に寄付する

協定を北海道と締結しました。そして2008年 5月、11月
と、それぞれ半年間分の金額を北海道に寄付しました。

さらに、12月には缶のデザインを北海道の豊かな自然を
連想させる緑の葉のモチーフへ変更し、アイコンやメッセー

ジにて消費者の環境に対する意識向上の醸成を促進し

ています。

植樹に参加した地元住民や小学生との記念撮影

第2回寄付金贈呈式の様子

「レインボー松原」の皆さん

ジョージアサントスプレミアム
北海道限定デザイン缶

デザイン缶売上からの寄付状況

第1回目 第2回目

贈呈年月日 2008年5月27日 2008年11月26日

対象期間
2007年11月 ～
　　　2008年5月

2008年5月 ～
　　　　2008年11月

金額 5,681,775円
（11,363,550本相当）

6,398,130円
（12,796,260本相当）

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/50.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/50.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/50.pdf
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史跡・嵐山の30年にわたる清掃活動
　包装事業部の関西地区とDNPテクノパック関西との労
働組合が中心となり、地域の史跡を守る目的で、1979
年から京都・嵐山、中之島公園（桂川）周辺の清掃活動

を行っています。活動は年 2回春と秋に行い、秋の清掃
は近隣のオムロン株式会社と合同で実施しています。

2008年は活動を始め
て 30周年にあたり、連
携して活動を行ってい

る地元の振興団体「京

都嵐山保勝会」より、活

動に対する感謝状をい

ただきました。

企業と文化の関係を考えるとき、ポイントは三つあると思い
ます。

一つ目は「限られた資源の配分方針が持続的で、かつ、一貫し
た方針」であること。企業として多くの要請が社会からあり
ますが、やはり、10年レンジくらいで考えたいものです。

二つ目は「広く考えて、狭く行動」。印刷文化や芸術の世界は
非常に広く、また常に変化しています。ここだけは譲れない、
という「支援」のあり方が重要だと思います。

最後に「地域や社会のダイナミズムへの貢献」。企業の文化支
援が、たとえ狭くても地域の変化を引き起こしたり、世界か
ら評価されるような活動にしたいものです。国内外を問わ
ず、文化貢献度の高い企業が優れた業績を上げ続けているこ
とは、DNPを含めて証明されていると思います。

今後の活動に、とても注目しています。

ステークホルダーからのご意見

財団法人
文化・芸術による福武地域振興財団

事務局長

金代 健次郎 氏

キッザニア出展による子どもの学習支援
　DNPは、キッザニア※のオフィシャルスポンサーとして『印
刷工房』パビリオンを出展しています。キッザニア東京で

は「情報を伝えること」の難しさや楽しさを体験してもら

うため、パソコンを使いメッセージや写真・イラストをレイ

アウトすることでエコロジーなどのテーマを表現する、グ

ラフィックデザイナーの仕事を用意しました。制作したポ

スターは持ち帰ることができます。一方、キッザニア甲子

園では、パソコンと一緒に活字と活版印刷機を使える環

境を整え、「印刷技術の豊かな表現力」を伝える職業と

して印刷技師を体験できます。ポストカードにパソコンで

基本デザインを施した後、ゴム活字と樹脂版を使って金

色や銀色の文字や模様を自分自身で印刷する仕事です。

　DNPは、印刷で培った技術やノウハウ、印刷の表現力
やモノづくりの面白さを伝え、子どもたちの未来への可

能性を拓くお手伝いをすることで、社会に広く貢献して

いきます。

※【キッザニア】　子どもたちが自分の好きな職業にチャレンジでき、楽しみながら社会
の仕組みを学べる“エデュテインメントタウン”。体験を通じて、子どもたちに社会学
習の場を提供する日本初の施設として、2006年10月5日に東京都江東区豊洲、2009

年3月27日には兵庫県西宮市甲子園に、それぞれオープンしている。

パソコンを使って楽しくデザイン
（キッザニア東京）

活版印刷機で初めての印刷体験
（キッザニア甲子園）

嵐山の清掃活動の様子

労
働
組
合
か
ら
の
コ
メ
ン
ト 

● 

清
掃
活
動
実
施

DNPテクノパック関西労働組合
執行委員長

森本 文男

多くの方に参加いただき
30年継続することができました

嵐山で清掃活動をいち早く始めて、早いもので30年が過ぎま
した。毎回ご家族を含めた多くの参加をいただき開催していま

す。これからも、DNPグループとして年2回の開催ができる
ように活動していきます。

http://www.dnp.co.jp/kidzania/

http://www.kidzania.jp/

Web

Web

『印刷工房』情報

キッザニア

http://www.dnp.co.jp/kidzania/
http://www.kidzania.jp/
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マネジメントシステムによる環境管理
実践的環境マネジメントシステムにもとづき、
事業内容や顧客の動向、全社の活動状況をふまえた方針や目標を設定し、
継続的な環境管理活動を展開しています。

53

環境保全と持続可能な社会の実現

DNPグループの環境活動　●＋ 関連情報

　DNPグループは、モノづくり企業として、地球環境との
共生をたえず考えています。自然の恵みを大切にし、自

然との共生を図りながら、次世代に引き渡すこと。環境

の世紀といわれる21世紀を生きる私たちが、最優先で取
り組まなければいけない課題です。

　いま、地球のためにできることをしようと、DNPグループ
行動規範に「私たちは、美しい地球を次世代に受け渡し

ていくため、地球環境を破壊したり汚染することなく、資

源の有効活用に努めます。」と掲げて、一日一日を積み重

ねています。

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/53.pdf

社
会
へ
の
価
値
の
提
供

DNPグループ

低炭素社会

DNPグループ環境マネジメントシステム
● エコレポート　　● サイトエコレポート　　● エコ監査　　● 環境教育

循環型社会 自然共生社会

持続可能な社会

生産効率改善による
不要物の発生抑制

CO2排出量の少ない
エネルギーへの転換

再生可能エネルギー
導入

グリーン購入の推進

原材料の
化学物質管理

環境負荷低減施設
の設置・増強

（排水処理施設・脱臭装置・）溶剤回収装置など

溶剤の回収利用

環境会計

大気・水質汚染物質
の削減

温室効果ガス
排出量削減

ハイブリッド車の導入

モーダルシフトの推進

環境配慮製品の販促と
環境意識啓発

オフィス古紙の分別回収

水の循環利用

自主計画の策定

PRTR対象物質
排出量の削減

化学物質規制への対応
（RoHS、REACHなど）

エネルギーの
合理的な利用

環境配慮製品の開発

LCAの実施

廃熱の回収利用

VOCの大気排出量
の削減

自主基準による
環境保全マネジメント

物流の効率化

製造部門

研究部門

物流部門

営業企画部門

リサイ
クル

環
境
配
慮
製
品

水
質

大
気

土
壌

廃
棄ゼロエミッションの推進再利用

不要物

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水

原
材
料

I N OUT

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/53.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/53.pdf
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環境管理体制　●＋ 関連情報

　DNPグループでは、地球環境の保全と資源の有効利用
を重要課題と位置づけ、全社をあげて取り組んでいます。

　グループ全体を統括する「DNPグループ環境委員会」と
事業領域ごとの「各事業部グループ環境委員会」を設け、

各委員会にはそれぞれ推進室が置かれています。「DNP
グループ環境委員会」は、本社の環境担当役員を委員長

として本社基本組織の担当役員によって構成され、グルー

プ全体の環境方針や目標、計画などの審議・決定を行い、

計画推進・目標達成状況をチェックしています。ここでの決

定事項は「事業部グループ環境委員会」において、各事業

領域ごとの特性をふまえた活動へと展開されていきます。

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/54.pdf

DNPグループの環境管理体制

社長

推進室

推進室

　事業部グループ各サイト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60サイト

11名

27名

248名

115名

技術・生産グループ

地域対策グループ

オフィス・労働環境グループ

エコ製品開発グループ

環境保全・VOC対応グループ

産業廃棄物削減グループ

省エネルギーグループ

（1）DNPグループ環境方針、目標、計画などの審議、決定
（2） 事業部グループ環境委員会の活動方針、目標、計画の承認
（3） 事業部グループ環境委員会の計画推進・目標達成状況のチェックフォロー

（1）DNPグループ環境方針、目標、計画の立案と委員会への答申
（2） 委員会で決定したDNPグループ環境方針、目標、計画の全事業部グループ環境委員会への周知、推進状況のチェックおよび活動支援
（3） 事業部グループ環境委員会の推進状況（成果、施策の進捗度など）の環境委員会への報告

（1） 自事業部グループの環境方針、目標、計画などの審議、決定
（2） 自事業部グループ環境委員会の計画推進・目標達成状況のチェックフォロー
（3） 委員会の定期的開催

（1） 自事業部グループ環境方針、目標、計画の立案と委員会への答申
（2） 委員会で決定した事業部グループ環境方針、目標、計画の全サイトへの周知、推進状況のチェックフォロー
（3） 全サイトの推進状況（成果、施策の進捗度など）の委員会への報告

DNPグループ環境委員会

各事業部グループ環境委員会

925名

DNPグループ環境委員会委員長
取締役

野坂 良樹

最優先課題として
温暖化防止に取り組んでいます

DNPグループ環境方針では、継続的な改善と同時に、事業活
動のあらゆる場面において環境に配慮することを約束し、具

体的な目標として、温暖化防止、VOC排出量削減、産業廃棄物
削減、環境配慮製品の販売額拡大およびグリーン購入推進な

どを掲げています。

現在の最優先課題は、温暖化防止への取り組みです。地球環境

負荷低減のためには、温室効果ガス排出量の総量削減が不可

欠であるとの認識に立ち、2008年度からは排出総量の目標も
加え活動を進めています。工場、オフィスを横断した省エネ

実践チームを設置し、省エネ診断や対策技術の水平展開、重

油ボイラーの都市ガス化などの燃料転換、NAS電池による夜
間電力の有効活用などの対策活動により、2008年度の温室効
果ガス排出量は前年度比で7.2％削減することができました。
DNPグループは、今後も21世紀における環境先進企業とし
ての社会的責任を果たすべく活動していきます。

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/54.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/54.pdf
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環境保全と持続可能な社会の実現

　ISO14001が発行される前の1993年に、DNPグループ
独自の環境マネジメントシステム（EMS）を構築しました。
これは、エコレポートとサイトエコレポートの二つのツール

を使用して、半年ごとにPlan‒Do‒Check‒Actionのサイ
クルを回すEMSで、DNPグループの環境管理活動のベー
スになっています。

エコ監査
　このEMSをさらに有効的なものとするため、内部環境監
査として、1996年から「エコ監査」を実施しています。監
査によって、万一、是正処置が必要となった場合は該当サ

イトへ「是正処置要求書」を発行し、それに対する回答書

はDNPグループ環境委員会での承認を必要としています。

　2008年度は、64サイトで「エコ監査」を実施しました。
「要改善」の指摘のなかには、特定施設の届出関係の不備

など、法令に抵触するものもありましたが、すべての指摘事

項について、改善処置が実施されたことを確認しています。

　指摘事項の内容を分析し、アクション項目を決定して

2009年度の「エコ監査」にてフォローアップを行います。

環境マネジメントシステム　●＋ 関連情報

2008年度のエコ監査実績

被監査サイト数 64サイト

被監査サイト出席者数 537名

延べ監査人数 129名

延べ監査時間 297時間

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/55.pdf

DNPグループ環境マネジメントシステム概念図

経　営　理　念

行　動　規　範

DOACTION

CHECK

改善指示

改善指示 環境活動

委員長確認
責任者確認

● グループ目標設定
● サイトエコレポートの様式決定

エコレポート説明 内部環境監査（エコ監査）

DNPグループ環境委員会

環境ビジョン

事業部グループ環境委員会
各サイト

PLAN

DOACTION

CHECK

PLAN

サイト目標設定

DNPグループ
エコレポート

サイト
エコレポート

サイト
環境委員会
実施報告

サイト
エコレポート
月次活動報告

サイト
エコレポート
評価・次期計画

サイト
エコレポート
環境目標

環境関係
規程集

サイト
エコレポート
活動方針

サイト
エコレポート
提出

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/55.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/55.pdf
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土壌・地下水汚染への対策
　DNPグループでは、土壌汚染調査に関するガイドライ
ンを定め土壌調査を実施しています。この調査で土壌汚

染が判明した場合は、所轄の都道府県知事に報告して、

知事の指導を受け、汚染の除去などの措置を適切に実施

するよう定めています。2008年度は1サイトで揚水浄化
処理を継続しているほか、土壌汚染防止の観点から、タ

ンク類の更新や漏えい検査、防液堤の設置などを実施

しました。

有害物質（PCB）の保管
　現在、28サイトでPCBを保管しており、保管量はコン
デンサー 309台、トランス 6台の合計315台です。
　これらは、かつて工場内の変電施設で使用していた電

力用機器に内蔵されていたものです。各サイトは、専用

の保管室や保管容器を設け所定の場所に保管し、漏え

いや紛失のないよう法令に従って厳重に保管しています。

今後は地域ごとの処理計画にもとづき、順次、法にもと

づいた処理を行っていきます。

法令遵守の状況
　環境関連の法令遵守に努めていますが、過去3年間に、
水質関係 5件、資格者選任関係 1件、臭気関係 1件の基準
オーバーなどが発生しました。環境関係で係争中の案件

はありません。しかし、残念ながら近隣の方から騒音や臭

気に対する苦情を受けたことがあります。その際には、徹

底的に原因を調査して改善し、迅速な対応を行いました。

　2008年度には、行政が行った水質検査で基準値超過の
指摘を受けました。調整池の清掃や吸着剤の交換を行い、

その後の測定において、基準値を超えていないことを確認

しています。

環境リスクマネジメント　●＋ 関連情報

環境保全への対策
　DNPグループでは、環境法規の動向を把握し定期的
な「エコレポート」の発行や、「エコ監査」などを通じて

遵法性を確保するとともに、法規制を上回る自主基準

（大気、水質、騒音、振動、悪臭）や自主管理ガイド（化

学物質管理、土壌汚染対策）を設け、その遵守に努めて

います。

　DNPグループの製造工程では多くの化学物質を取り
扱います。取り扱いに関しては「化学物質管理ガイド」

を定め、受け入れ施設に防液堤や緊急遮断装置を設置、

貯蔵タンクを二重構造にするなど事故の未然防止に努

めています。さらに、想定される緊急事態に備えて非常

用資材を設置し、万一の緊急事態の発生時に適切に対

応するため、対応訓練も実施しています。

防音壁設置

緊急事態対応訓練

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/56.pdf

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/56.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/56.pdf
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環境保全と持続可能な社会の実現

環境負荷実態　●＋ 関連情報

　DNPグループでは、紙、フィルム、樹脂、金属（鉄、アル
ミなど）およびインキを主要原材料として生活者の日常

生活に密着した製品やエレクトロニクス関連製品を製造

しています。

　情報コミュニケーション部門は、主にオフセット印刷で

雑誌などを製造しており、紙の投入量が多いのが特徴

です。

　包装材や建材、産業資材を製造している生活・産業部

門では、グラビア印刷、コーティングおよびラミネートに

おいて溶剤を使用し、グループ内における溶剤使用量の

割合の多くを占めています。

　一方、エレクトロニクス部門では、カラーフィルターや

リードフレームの製造工程で洗浄用に水を大量に使用し

ており、水使用量および排水量の割合が大きくなってい

ます。

主要原材料
2007 2008

紙 2,191,600 トン 2,031,700 トン （7.3%減）

フィルム 130,900 トン 126,500 トン （3.4%減）

樹脂 83,100 トン 87,800 トン （5.7%増）

金属 59,900 トン 48,500 トン （19.0%減）

インキ 58,300 トン 53,400 トン （8.4%減）

その他 138,000 トン 139,300 トン （0.9%増）

主要副資材
2007 2008

溶剤 25,200 トン 23,200 トン （7.9%減）

酸・アルカリ 19,700 トン 19,900 トン （1.0%増）

ユーティリティ
2007 2008

電気 1,410,600 千kWh 1,392,700 千kWh （1.3%減）

都市ガス 145,300 千m3 127,600 千m3 （12.2%減）

LNG 3,800 千kg 11,100 千kg （192.1%増）

LPG 19,500 千kg 9,900 千kg （49.2%減）

重油 10,100 ㎘ 6,100 ㎘ （39.6%減）

蒸気 441 TJ 391 TJ （11.3%減）

灯油 1,500 ㎘ 850 ㎘ （43.3%減）

水 18,200 千m3 15,900 千m3 （12.6%減）

）

）

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/57.pdf

紙の部門別構成比

2007

2008

水の部門別構成比
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溶剤の部門別構成比
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http://www.dnp.co.jp/csr/2009/57.pdf
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DNPグループ内部での循環的利用実態

2007 2008

溶剤再生利用量 5,700 トン 5,300 トン

利用倍率 ※1 1.23 1.23

酸・アルカリ再生利用量 9,000 トン 6,000 トン

利用倍率 1.46 1.30

水循環利用量 517,000 千m3 527,500 千m3

利用倍率 29.4 33.2

廃熱利用による蒸気発生量 192,960 トン 183,100 トン

情報コミュニケーション部門

生活・産業部門

エレクトロニクス部門

その他部門

出版印刷、商業印刷、
ビジネスフォーム

包装、建材、産業資材

ディスプレイ製品、電子デバイス

インキ、清涼飲料など

利用用用実実実実態態態

イススス

IN
P
U

T

O
U

T
P

U
T

製品製造プロセス

※1【利用倍率】　［ （投入量 + 再生・循環利用量） ÷ 投入量 ］ で算出し、インキ中の溶剤
分は含めていません。水については、P66と同様の式で算出しています。

※2【GHG】　温室効果ガス（Green House Gases）
※3  SOx排出量は、2007年度まではエネルギー消費量から算出していましたが、2008年

度は精度を上げるため、各ボイラーの単位時間当りの排出量と稼働時間から算出しま
した。

※4  水質汚濁防止法の適用を受ける排水経路を対象にしています。

大気への排出量
2007 2008

GHG ※2 排出量 1,091 千トン-CO2 1,012 千トン-CO2 （7.2%減）

NOx 排出量 794 トン 735 トン （7.4%減）

SOx 排出量 ※3 85 トン 16 トン ̶

VOC大気排出量 11,100 トン 10,570 トン （4.8%減）

水域への排出量
2007 2008

排水量 15,200 千m3 13,100 千m3（13.8%減）

COD排出量 56.7 トン 45.4 トン（19.9%減）

窒素排出量   ※4 18.8 トン 13.2 トン（29.8%減）

燐排出量 0.7 トン 0.7 トン ̶

不要物等の発生量
2007 2008

不要物総発生量 453,300 トン 410,600 トン （9.4%減）

廃棄物排出量 84,700 トン 70,600 トン（16.6%減）

最終処分場利用量 7,900 トン 5,500 トン（30.4%減）

GHG排出量の部門別構成比

2007                                      

2008

排水量の部門別構成比

2007                                      

2008

不要物総発生量の部門別構成比

2007                                      

2008

35%

71%

25%

13%

23%

6%

39%

33%22% 10%

10%

13%

36%

70%

19%

13%

26%

6%

44%

32%22% 10%

11%

11%

a

a

a

b

c

c

b

b

c d

d

d

a

b

c
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テーマ 2008年度までの目標 2008年度実績

温暖化防止

温室効果ガス排出量を2005年度比10%削減
（2020年度）。

2005年度排出量　1,069千トン 2005年度比
5.3%削減2008年度排出量　1,012千トン

CO2排出量原単位を1990年度比15%削減（2010

年度）。
1990年度原単位　252トン/億円 1990年度比

2.0%増加2008年度原単位　257トン/億円

輸送環境負荷削減
輸送用燃料使用量原単位を毎年1%削減し、2010

年度までに2006年度比4%削減。

2006年度原単位　2.15㎘/億円 2006年度比
14.4%削減2008年度原単位　1.84㎘/億円

VOC

すべての揮発性有機化合物の大気排出量を2008

年度までにDNPグループ全体で2002年度比70%

削減。

2002年度排出量　21,312トン
2002年度比
50.4%削減

2008年度排出量　10,570トン

産業廃棄物削減

廃棄物排出量原単位（廃棄物排出量／生産高）を
2000年度比50%削減（2010年度）。

2000年度原単位　0.312トン/百万円 2000年度比
46.8%削減2008年度原単位　0.169トン/百万円

不要物発生率（不要物発生量／材料投入量）を全
サイトで毎年3%改善し、2000年度比35%削減
（2010年度）。

2000年度不要物発生率　17.7%
2000年度比
24.3%削減

2008年度不要物発生率　13.4%

リサイクル率（リサイクル量／不要物総発生量）を
主要原材料に起因する不要物の処理において98%

達成（2010年度）。

2007年度 紙：99.9%、廃プラスチック：95.8%、
リサイクル率 金属くず：99.2%、ガラスくず：75.7%

2008年度 紙：99.8%、廃プラスチック：95.9%、
リサイクル率 金属くず：99.3%、ガラスくず：65.1%

ゼロエミッションをDNPグループ全体で達成
（2010年度）。

2007年度最終処分場利用率　1.7%

2008年度最終処分場利用率　1.3%

環境配慮製品の
開発・販売

環境配慮製品の売上高を毎年度対前年度比10%

アップし、3,000億円を達成（2010年度）。

2007年度売上高　3,154億円 2007年度比
2.3%減少2008年度売上高　3,081億円

グリーン購入

原材料購入額に占めるDNPのグリーン購入基準該
当品比率を40%までアップ（2010年度）。

2007年度グリーン材料購入比率　39.3%

2008年度グリーン材料購入比率　42.5%

一般資材（事務用品・備品等）購入総額に占めるエ
コマークなど環境ラベル認定品の購入比率を50%

までアップ（2010年度）。

2007年度グリーン資材購入比率　47.0%

2008年度グリーン資材購入比率　48.2%

環境保全

大気排出規制項目の最大濃度を規制基準の70%

以下に維持。
2008年度目標（自主基準）達成率　93%

排水規制項目の最大濃度を規制基準の70%以下
に維持。

2008年度目標（自主基準）達成率　93%

敷地境界における最大臭気を規制基準の70%以下
に維持。

2008年度目標（自主基準）達成率　93%

敷地境界における最大騒音レベルを規制基準の
95%以下に維持。

2008年度目標（自主基準）達成率　65%

敷地境界における最大振動レベルを規制基準の
95%以下に維持。

2008年度目標（自主基準）達成率　100%

オフィス環境 古紙分別回収率を一般廃棄物比で70%以上とする。 2008年度古紙分別回収率　73.1%

環境マネジメント
システム

全サイトでエコ監査を実施。 2008年度全サイトで実施

2008年度活動目標・実績一覧

環境保全と持続可能な社会の実現
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評価 参照ページ 2009年度からの目標

○
P 61 - 62

●
●
温室効果ガス排出量を2005年度比10%削減（2020年度）。
CO2排出量原単位を1990年度比15%削減（2010年度）。

△

◎ P 63 ●輸送用燃料使用量原単位を毎年1%削減し、2010年度までに2006年度比4%削減。

△ P 64
●すべての揮発性有機化合物の大気排出量を2010年度までにDNPグループ全体で

2002年度比70%削減。

○

P 65

●
●

●

●

2010年度までに以下の目標を達成。

廃棄物排出量原単位（廃棄物排出量／生産高）を2000年度比50%削減。
不要物発生率（不要物発生量／材料投入量）を全サイトで毎年3%改善し、2000年度比
35%削減。
リサイクル率（リサイクル量／不要物総発生量）を主要原材料に起因する不要物の処理
において98%達成。
ゼロエミッションをDNPグループ全体で達成。

△

○

○

○ P 67 - 70
●環境配慮製品の売上高を毎年度対前年度比10%アップし、3,000億円を達成（2010

年度）。

◎
P 70

●

●

原材料購入額に占めるDNPのグリーン購入基準該当品比率を2010年度までに40%

までアップ。
一般資材（事務用品・備品等）購入総額に占めるエコマークなど環境ラベル認定品の
購入比率を2010年度までに50%までアップ。○

○

P 56

●
●
●
●

大気排出規制項目の最大濃度を規制基準の70%以下に維持。
排水規制項目の最大濃度を規制基準の70%以下に維持。
敷地境界における最大臭気を規制基準の70%以下に維持。
敷地境界における最大騒音・振動レベルを規制基準の95%以下に維持。

○

○

△

◎

○ P 66 ●古紙分別回収率を一般廃棄物比で70%以上とする。

○ P 55 ●全サイトでエコ監査を実施。

◎：目標を大幅に上回る成果があった
○：目標を達成した、または順調に推移
△：積極的に取り組んでいるが、目標達成に至らなかった
×：取り組みが不十分
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かけがえのない地球を守っていこうと、世界各国で人々の叡智と努力による
地球温暖化防止への取り組みが進められています。
DNPグループにおいても重要なテーマの一つとして、企画、設計、購買、製造、物流など
あらゆる場面で温室効果ガスの排出削減に取り組んでいます。

環境保全と持続可能な社会の実現

地球温暖化防止への取り組み

温室効果ガスの削減

CO2排出の少ない燃料への転換
　DNPグループでは、二酸化炭素（CO2）などの温室効
果ガスを削減するため、CO2排出の少ない燃料への転
換を進めています。

　1990年以前より、CO2排出の多い重油や灯油といっ
た石油燃料から、CO2排出の少ない都市ガスやLPG（液
化石油ガス）へと燃料転換を図ってきました。さらにCO2
排出の少ない燃料への転換を進めるため、2008年度は、
DNPアイ・エム・エス小田原で使用しているA重油を都
市ガスに転換しました。この転換により年間7,000kℓの
A重油の使用がなくなり、年間2,600トンのCO2排出削
減を見込んでいます。

社
員
コ
メ
ン
ト 
● 
燃
料
転
換
実
施
サ
イ
ト

私たちDNPアイ・エム・エス小田原は、2006年10月にコニカ
ミノルタHDより大日本印刷に譲渡され、DNPグループの一
員となりました。以前より省エネ活動は積極的に進めていま

したが、自家発電設備と貫流ボイラーはA重油を使用してお
り、2005年度の工場全体のCO2排出量は約3万トン-CO2で
した。そこで2007年 9月に自家発電設備停機、2008年11月
にボイラーの都市ガスへの燃料転換を実施しました。これら

により2009年度のCO2排出量は2万トン-CO2以下に削減で
きる見通しです。

これからも私たちは､日常の節電や生産設備の効率的運転など

の省エネ活動を通じて、グループの環境対応に寄与すること

はもちろん、地球への環境負荷の低減に努めていきたいと考

えています。

DNPアイ・エム・エス小田原　設備課長

古藤 招貴雄

燃料転換によるCO2排出量削減
とともに、日常の省エネ活動でも
グループの環境対応に寄与

15%

26%

13%

29%

31%

3%

67%

64%

0.9% 62%

66%2%

2%

0.5
%

2%

2%

0.2%

0.4%

3%

5%

6%

1% 0.2%

燃料構成の変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総使用量単位：kℓ）

総使用量 　　　　　　■ 重油　　■ 灯油　 ■ 都市ガス　　　■ LPG　  　　　　　　　　　　　　■ 電気

1990 285,000

2000 455,000

2005 517,000

2008 532,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■ LNG　　■ 蒸気
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温室効果ガス排出量とCO2排出量原単位

　2008年度のDNPグループ全体の温室効果ガス排出量※ 
はCO 2換算で101万2,000トンでした。エネルギー起源
CO2が 97万 8,000トン、非エネルギー起源CO2は 2万
9,000トン、以下CO2換算でメタン80トン、一酸化二窒素
690トン、六ふっ化硫黄（SF6）1,110トンでした。ハイド
ロフルオロカーボン類（HFC）およびパーフルオロカーボン
類（PFC）の排出はありませんでした。
　また、2008年度のCO2排出量原単位※は257トン／億
円で、1990年度比 2.0%の増加でした。
　2008年度は、空調・動力の省エネ、燃料転換、製造
ラインの運用改善、コジェネの効率的運転などに取り組

み、CO2 排出量削減に努めました。2009年度も引き続
き、CO2排出の少ない燃料への転換を進めるとともに、
インバーター機器などの省エネ設備の導入、生産効率の

向上に積極的に取り組んでいきます。

※【温室効果ガス排出量】　工場での電気の使用、燃料の使用･燃焼、廃棄物の焼却、HFC･PFC･SF6の大気放出およびDNPロジスティクス所有トラックの燃料の使用･走行から排出される
温室効果ガスを、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル Ver.2.1」（H19.6.29.環境省･経済産業省）等に従い算出した。2007年度および2008年度の電気の排出係数は、
H20.12.19.環境省公表の2007年度の係数、その他の年は電力会社が環境報告書等で公表した値を用いた。排出量は、すべてCO2に換算した。
また、M&Aによる集計範囲の変化に対し、「事業者からの温室効果ガス排出量 算定方法ガイドライン(試案ver1.6）」（Ｈ17.7.28.一部改訂 環境省）に従い、基準年等の温室効果ガス排
出量を再計算した。

※【CO2排出量原単位】　エネルギー使用により工場等から直接排出するCO2を生産高で除した値。生産高は事業活動量を示し、付加価値額を直接排出に係るエネルギー量と間接排出に係る
エネルギー量の比率で按分した直接分。
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DNP住空間マテリアル事業部
技術第2部 神戸設備　グループリーダー

木村 慎吾

エネルギーの見える化で
省エネに取り組んでいます

神戸工場では、生産設備やユーティリティ設備に計測器を取り

付け、エネルギー使用量の見える化に取り組んでいます。

2008年度は、エネルギー原単位で2007年度比13.9%の効率
改善を行うことができました。

社内省エネ実践会の実施工場としても参加しました。省エネ

実践会はDNPグループの各工場を横断した取り組みで、実施
工場の現場を見ながら省エネ診断を行うとともに対策などに

ついて討議し、対策事例の水平展開を図っていくものです。

DNPグループの一員として、今後も省エネやCO2削減に積
極的に取り組み、環境負荷の小さい生産ラインを構築すべく

活動していきます。

温室効果ガス排出量とCO2排出量原単位

1990
（基準年度）                                      

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　517

2005
（基準年度）                                                                 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　  1,069

2006                                                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,057

2007                                                                              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,091

2008 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,012

2010年度達成目標値（CO2排出量原単位）　　　　　　　　　　　　　　2020年度達成目標値（温室効果ガス排出量）

252

227

232

250

257

214 962

棒グラフ：温室効果ガス排出量（単位：千トン- CO2）

エネルギー起源CO2 非エネルギー起源CO2

その他

折れ線グラフ：CO2排出量原単位（単位：トン/億円）
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環境保全と持続可能な社会の実現

オフィスや家庭での温暖化対策
　DNPグループでは、2005年度から「チーム・マイナス
6%」に参加し、オフィスや家庭でのCO2削減活動にも取
り組んでいます。2008年度も「CO2削減／ライトダウン
キャンペーン」に 9施設が参加しました。

輸送時の取り組み
　2008年度のDNPグループの荷主としての輸送量は4億
5,700万トンキロ、エネルギー使用量 2万9,200kℓ（原油
換算）、CO2排出量7万3,300トンでした。輸送用燃料使
用量原単位（エネルギー使用量／売上高）は、1.84 kℓ／億
円で、2007年度比 7.1 %削減することができました。
　物流における環境負荷低減に向けて、引き続き、配車

や輸送ルートの適正化、デジタルタコメータ導入による

効率化、アイドリングストップ、鉄道輸送へのモーダルシ

フト、ハイブリッドカーの導入などを進めていきます。

事例紹介 ● 屋上緑化

屋上緑化による、温暖化防止と憩いの場づくりの両立

奈良工場では、2008年10月に竣工した新棟に屋上緑化を導入
しました。狙いは、外断熱効果による空調負荷低減、直射日光
と温度変化による建物劣化防止、さらには「癒し」空間の創出
です。
いろいろな植物を調査した結果、乾燥に強いメキシコ万年草と
いう多肉植物を植えたトレーを敷き詰めることにしました。効
果を調べたところ、コンクリート屋根表面の最高温度が、40℃
から25℃に下がりました。空調負荷低減によるCO2排出削減
効果は、年間で6,000kg-CO2と試算しています。当初は一部が
枯れてしまったり、野鳥の害を受けたりで、植物を育てるのは
難しいと痛感しましたが、約1年経過し、黄色い花が咲き誇る様
子をみると感慨もひとしおです。
今後もしっかり維持管理し、みんなの憩いの場として活用して
いきたいと思っています。

DNPデータテクノ関西
技術部 IPS技術課　グループリーダー

谷口 直樹
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環境汚染物質の削減に向けた取り組み

環境保全と持続可能な社会の実現

　2006年4月に「改正大気汚染防止法」が施行され、印
刷機などからのVOC（揮発性有機化合物）の排出濃度の
規制が強化されました。 印刷工程ではトルエンなどの

VOCを含むインキや溶剤、接着剤、洗浄剤などを使用し
ており、DNPグループでは濃度規制への対応だけでなく
排出総量の削減にも取り組んでいます。より環境負荷の

少ない代替品への転換、VOC処理装置や回収装置の設
置などを実施し、2008年度のVOC大気排出量は、基準
年度である2002年度に対し49 .6%の10,570トンとなり
ました。内訳はPRTR法対象物質 1,012トン、対象外物
質9,558トンとなっています。

　生産工程や食堂からの排水については、浄化槽や排

水処理装置などによる無害化や汚濁負荷量の低減処理

を行っています。2008年度も、排水処理装置のろ過膜や
吸着剤などの交換や、厨房の排水改善、雨排水に混じる

有機物の削減対策などを実施し、COD※排出量が減少し
ています。

※【COD】　化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand）

　大気汚染物質には、「大気汚染防止法」で定められた

有害大気汚染物質やオゾン層破壊物質、 硫黄酸化物

（SOx）、窒素酸化物（NOx）、その他に、揮発性有機化合
物（VOC）などがあります。これらの物質は、光化学スモッ
グの発生原因やオゾン層の破壊など、健康や地球環境

に影響を与えます。DNPグループでは、これらの排出量
の把握と削減に努めています。

　印刷工程の洗浄に使われるジクロロメタンについては、

水洗浄への切り替えを推進し、2001年度には 53トンあっ
た大気排出量は、2008年度は0.9トンになりました。また、
ダイオキシン類は、廃棄物の焼却によって生成されます

が、燃焼管理の難しい小型焼却炉は2002年度までにす
べて廃止しました。現在は、2002年規制を満たした大型
の廃熱回収焼却炉で、厳重な管理のもと6台が稼動して
いますが、2008年度の大気排出量は4.8mg-TEQでした。
　オゾン層破壊物質であるHCFC-141b（1,1-ジクロロ-1-
フルオロエタン）を洗浄剤として使用していますが、代替

化を進めており2008年度の大気排出量は4.9トンで2007
年度より9%削減しました。
　硫黄酸化物については、硫黄分を含む重油や灯油な

どの燃料によって発生します。既存工場では、ボイラー

の廃止やボイラーなどの燃料を硫黄分の少ないガスに転

換することにより削減を進めてきた結果、大気排出量は

16.2トンと2007年度より大幅に減少しました。2008年度
より、より精度が高い計算方法に変更しています。また、

窒素酸化物は、燃料の燃焼などによって発生するため、

低NOxバーナーを導入するなど低減に努めており、2008
年度は735トンに減少しました。

DNPグループは、モノづくり企業として地球環境との共生をたえず考えています。
美しい地球を次世代に受け渡していくために、地球環境を破壊したり汚染することのないよう、
環境保全や環境汚染物質の削減に取り組んでいます。

大気汚染物質の削減　●＋ 関連情報 VOC大気排出量の削減　●＋ 関連情報

水質汚染物質の削減　●＋ 関連情報

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/64.pdf

VOC大気排出量推移　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：トン）

左から　　　 PRTR対象VOC　　　　 PRTR対象外VOC

2002
（基準年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,312

2005                                                                 　　　　　　　　　　　　　  10,662

2006                                                                        　　　　　　　　　　　　　　 11,227

2007                                                                              　　　　　　　　　　　　　    11,104

2008 　　　　　　　　　　　　　 10,570

17,7913,521

9,713949

10,1041,123

10,214890

9,5581,012

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/64.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/64.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/64.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/64.pdf
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環境保全と持続可能な社会の実現

環境負荷の低減を実効性あるものとするために、「DNPグループグリーン購入方針」にもとづき
原材料の選定や購入を行い、また製造工程上の不要物の削減と有効利用に取り組んでいます。
環境に配慮した製品の要望が増えるなか、リサイクルしやすい意匠や機能の開発、バイオマス素材の活用など、
DNPが参画した製品が次々と世の中に拡がっています。

循環型社会の構築に向けて

製造工程の不要物削減と循環利用
　循環型社会の構築に貢献するため、「資源生産性の向

上」と「不要物の再利用の推進」に取り組んでいます。こ

れは、製造工程に投入する原材料をムダなく使うと同時に、

それでも発生する不要物をできるだけ再資源化することに

より、限りある資源を有効に使おうとするものです。

　資源生産性の指標として、廃棄物排出量原単位（ 廃棄物
排出量（ E＋ F ）／生産高※）および不要物発生率（不要

物発生量※／材料投入量）を採用し、「モノづくり21活動」
と一体をなして取り組んでいます。2008年度の廃棄物排
出量原単位は0.169で、2007年度の0.180から改善しまし
た。これは、主としてエレクトロニクス部門のシャドーマス

クの生産中止に伴い、廃液および汚泥の発生量が減少し

たためです。 一方、不要物発生率は13.4%となり、2007
年度の12.9%から悪化しました。

　不要物再利用推進の指標として、リサイクル率 ※とゼロ

エミッションを採用しています。ゼロエミッションとは、最終

処分場利用量（ J ＋ K ）／不要物総発生量（ A ）を0.5%
以下にする取り組みで、グループ全体では1.3%ですが、達
成サイトは2008年度から2サイト増加し、45サイトとなり
ました。一方、リサイクル率は、廃プラスチック（95.9%）と
ガラスくず（65.1%）が低いものの全体では99.1%です。

※【生産高】　事業活動量を示し、付加価値額を使用しています。
※【不要物発生量】　不要物総発生量から、エレクトロニクス部門およびデータテクノに
おける主要原材料以外に起因する不要物を除いた量。

※【リサイクル率】　主要原材料（紙、プラスチック、金属、ガラス）に起因する不要物処理
において有効利用した割合［ （ C  + G  + H  ）／ a  ］。ただし、紙、プラスチック
では、サイト内中間処理施設（廃熱回収焼却炉）による減容化量（ D  - F  ）を有用利用
量に加算しています。

資源の循環利用　●＋ 関連情報

不要物総発生量
410,600 t（100%）

有価物量
272,800 t
（66.4%）

再資源化量

50,200 t
（12.2%）

熱回収
焼却量
8,700 t
（2.1%）

中間処理
委託量
7,100 t
（1.7%）

（直接）
最終処分場
利用量
4,700 t
（1.1%）

（間接）
最終処分場
利用量
800 t
（0.2%）

外部委託量

材料総投入量
2,487,200 t

サイト内で
中間処理しない
廃棄物排出量

60,400 t（14.7%）

廃棄物量
137,900 t
（33.6%）

サイト内
中間処理量

77,500 t（18.9%）

サイト内で
中間処理後
廃棄物排出量

  10,200 t（2.5%）

G

a A A

I

C

C

B

B

D
D

F

F

E

E

H I

K

J

+

HG + KJ +

紙くず 60%

紙くず 88%

その他 10%
金 属 2%
汚 泥 14%

廃 油 14%

紙くず 2%
廃プラ 12%

廃 液 46%

その他 10%

燃 殻 31%

紙くず 2%
廃プラ 4%
廃 液 1%

汚 泥 52%

金 属 2%
廃 油 2%
廃 液 3%

廃プラ 5%

その他 7%
金 属 1%

汚 泥 46%

紙くず 10%

廃プラ 25%
廃 液 4%

廃 油 7%

その他 11%

燃 殻 5%
汚 泥 11%

廃 油 15%

紙くず 14%

廃プラ 35%
廃 液 9%

その他 12%
金 属 2%
汚 泥 7%

廃 油 17%
廃 液 5%

紙くず 16%

廃プラ 41%

その他 1%

汚 泥 76%

紙くず 8%
廃プラ 15%

その他 3%
金 属 2%
汚 泥 16%
廃 油 4%
廃 液 3%
廃プラ 12%

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/65.pdf

不要物発生量の内訳図

http://www.dnp.co.jp/csr/2009/65.pdf
http://www.dnp.co.jp/csr/2009/65.pdf
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オフィスでの古紙回収
 オフィスから発生する紙の分別回収に取り組んでいます。
2008年度の古紙分別回収率※は73.1%で、目標の達成を
維持しています。

　DNPグループでは事業においてかかわりの深い「紙」
について、従来から分別回収の集計を行ってきました。

2008年度の集計サイト数は34です。

※【古紙分別回収率】　
古紙回収量 ÷｛ 古紙回収量 + 一般廃棄物量（缶、瓶、生ゴミを除く） ｝× 100

社
員
コ
メ
ン
ト 

● 

廃
棄
物
削
減
の
取
り
組
み

オプトマテリアル岡山工場は、液晶テレビ、プラズマテレビ等

に使用する光学フィルムを製造しています。廃棄物の削減とし

て従来から、歩留まり向上や、梱包材の減量化、リサイクル・

有価物化に取り組んできましたが、必ずしも結果に結びついて

いませんでした。当工場は2009年5月にISO14001を認証取
得しましたが、取得に向けて分別の徹底を進めた結果、製造に

起因する廃棄物だけでなく、開発にかかわる廃棄物が見逃せな

い量であることがわかってきました。このことを開発・技術部

門にも意識させ、効率的な試作に取り組みました。さらに、社

内文書の配付先の見直しにより事務所の紙ゴミを大幅に減らす

ことができました。これらにより、2007年から排出量原単位
は23.2%、不要物発生率は15.5%改善できました。今後もロ
ス・ムダの削減の観点からも、改善に取り組んでいきます。

DNPオプトマテリアル　総務部 総務第一グループ

岸田 克己

製造過程だけでなく
開発・技術部門にも目を向け
ムダの削減に努めています

水の循環利用
　製品の洗浄や製造装置の加熱・冷却、建物の空調に

使われる水などを繰り返し利用し、水資源保護に努め

ています。2008年度の水の循環利用量※は、5億 2,750
万m3でした。これは、水使用量の33.2倍に相当します。

※【循環利用量】　製造工程の加熱・冷却や建物内空調並びに精密加工製品の洗浄につい
ては、利用量が多いため多くの工場がクローズドシステムによる循環利用を進めてい
ます。 循環利用量は、これらクローズド循環システム内の熱交換器や洗浄装置を通過
する1年間の水の流量を集計したものです。

水のインプット・アウトプット量

製品に消費しているのは、北海道コカ・コーラボトリングとザ・インクテックです。

　また、オフィスビルなどでは、雨水の有効利用を行って

おり、2008年度は8,870m3の雨水を、トイレや緑地の散
水に利用しました。

水使用量
15,900千m3

循環システム利用工程流量

527,500千m3

蒸発量 2,800千m3

IN
P
U

T

O
U

T
P
U

T

製品量
186千m3

排水量
13,100千m3

非循環工程流量

13,300千m3

※ 2007年度より五反田
ビルも雨水利用開始。

古紙回収状況の推移

　 　　棒グラフ：古紙回収量（単位：トン）
　　　 折れ線グラフ：古紙分別回収率

2004 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,242

2005 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,298

2006 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,299

2007 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,214

2008 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,223

73.8%

74.4%

71.2%

76.7%

73.1%

水の循環利用量の推移　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千m3）

2004 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  529,400

2005 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　532,100

2006 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　559,700

2007 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 517,000

2008 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  527,500

雨水利用量の推移　　　　　　 　（単位：m3）

2004 　　　　　　　　　　6,310

2005 　　　　　　　　5,140

2006 　　　　　　　　 5,200

2007※ 　　　　　　　　　　　　　　 8,970

2008 　　　　　　　　　　　　　　8,870
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環境配慮製品の開発・販売
　DNPグループでは、製品のライフサイクルを通じて、環
境負荷を低減するという視点から「環境配慮製品の開発

指針」を定め、設計段階から環境に配慮した製品づくりを

行っています。持続可能な社会の実現のために、事業分

野ごとに製品の環境負荷低減などのソリューションを提供

しています。

　2008年度の環境配慮製品の販売額は、3,081億円（2007
年度3,154億円）でした。樹脂膜BMカラーフィルター（従
来の重金属を用いたブラックマトリックスを樹脂膜にした液

晶カラーフィルター）などのエレクトロニクス製品が減少し

ましたが、PET-Gカード（非塩ビ素材「PET-G」を使用し
たカード）、FSC森林認証紙（環境に配慮して適切に管理
された森林から産出された木材を用いて製造されている

ことが認証された紙）を使用した印刷物などの販売が伸び

ました。

LCAを活用した製品開発
　近年、環境負荷をどのように低減させていくのかが社会

の大きな要請になっています。DNPでは、一つの製品が
どのような形で、どのくらい環境負荷を与えているのか、

そのライフサイクルを追って評価・改善するLCA（ライフ
サイクルアセスメント）を導入し、新しい製品の開発に取り

入れています。

　LCAとは、ある種の製品またはサービスから何らかの利
便を享受するとき、地球からの資源採取に始まり、製造、

輸送、使用およびすべての廃棄物が地球に戻される時点

に至るまでのあらゆる活動（ライフサイクル）における、投

入資源、環境負荷およびそれらによる地球や生態系への

影響を定量的に評価する手法です。

環境に配慮した製品の提供

循環型社会の構築に向けて

環境保全と持続可能な社会の実現

環境配慮製品販売額の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

2004 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,640

2005 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,566

2006 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,658

2007 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,154

2008 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,081

　　　　　　　  ■ 情報コミュニケーション部門　　■ 生活・産業部門　　　　　　　　　■ エレクトロ二クス部門　　　　　　■ その他部門

146

161

251

281

305

699

890

862

931

1,080

494

1,131

1.103

1,449

1,159

301

384

442

492

537
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BM

断面

表示例

DNPの環境配慮製品の開発指針 DNPの環境配慮製品例

❶
　
　
　

環境汚染物質の削減
オゾン層破壊物質、重金属、有機系塩素化合物
の排除、窒素酸化物などの物質の環境中への
放出の抑制

【 樹脂膜BMカラーフィルター 】
従来の重金属を用いたブラックマトリックス（BM）を樹脂
膜にした液晶カラーフィルターです。この製品の開発に
より、環境負荷の低減とコストダウンを実現しています。

❷ 省資源・省エネルギー
金属資源や化石燃料の使用を抑制
省エネルギー化した製品・システム

【 エルボーパウチ 】
エルボーパウチは、開けやすさ、注ぎやすさを向上させ
た詰め替え用パウチ。本体ボトルの省資源に役立ち、詰
め替え後は、減容化できます。

❸ 持続可能な資源採取
天然資源の持続可能な活用

【 HI-CUP 】
本体の紙カップとスリーブ状の外装紙からなる紙製の二
重構造の断熱カップです。使用後に減容化でき、再生紙
の利用も可能です。

❹
　
　

長期使用が可能
修理や部品交換の容易さ、保守・修理サービス
期間の長さ、機能拡張性などを考慮

【 サフマーレ 】
「健康」「清潔」「安全」などの要求に即応した空間づくり
を可能にする「オレフィンベース」の造作・建具用オリジ
ナル化粧シートです。

❺
　
　
　

再使用可能
部位・部品などの場合、分解、洗浄、再充填な
どを考慮、購入者が容易に利用できる回収・再
使用システムの確立

【 はがせる配送伝票 】
包装紙や段ボールに接着してもきれいに、簡単にはがせ
る配送伝票です。一枚ものの伝票であるため、紙の節約
になり、また伝票をはがしたあとが残らないため、段ボー
ルなどの再利用も容易です。

❻
　
　
　
　

リサイクル可能
製品がリサイクルしやすい素材を使用してい
るか、素材ごとに分離・分解・分別が容易な設
計がされているか、購入者が容易に利用でき
る回収・リサイクルシステムがあるかどうか
を考慮

【 環境配慮カレンダー 】
再生紙や環境負荷の少ないインキを使用しているカレン
ダーです。また金具やプラスチックを使用しない加工方
法を採用しているため、使用後の分離・分別が不要です。

❼
　
再生素材の利用
回収・再生された素材や部品を多く利用

【 再生紙利用の雑誌・パンフレット 】
雑誌古紙や新聞古紙などの古紙を配合した再生紙などを
使用した印刷物です。また、紙だけでなく、環境負荷の
少ない大豆インキ、ノンVOCインキなどの採用も増えて
います。

❽
　
処理・処分の容易性
焼却施設や埋立処分場にできるだけ負荷をか
けないように配慮

【 IB（Inorganic Barrier）フィルム 】
非塩素系であるためダイオキシン対策に適した包装用透
明蒸着バリアフィルム。バリア性を必要とする食品、ト
イレタリーおよび日用品用の包材として多数の実績があ
ります。
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循環型社会の構築に向けて

印刷インキのなかで最も多く使用されているオフセット輪転インキには、石油系溶剤成分が約40%含まれてい
ます。この石油系溶剤は、枯渇が懸念される化石燃料から精製されていることと、燃焼した際に温室効果ガス
であるCO2を発生することから、脱石油溶剤化が望まれていました。
しかしながら、オフセット輪転インキは乾燥機構上（ヒートセット乾燥）、脱石油
溶剤化は困難とされていました。今回、この石油系溶剤を植物由
来（バイオマス）素材に置き換えることで新し
い環境インキ「脱石油系溶剤・バイオマス・オ
フ輪インキ」を開発しました。
開発にあたっては、各種植物由来素材を評価し、
そのなかから新たにマツ由来の溶剤を選定する
ことでインキ化を実現しました。
また、バイオマス度を高めたことで、オフセット
インキとしては初となる（社）日本有機資源協会の
バイオマスマークの認定を受けることができまし
た。印刷物を通じて、限りある石油資源の保護と低
炭素社会の実現に貢献します。

事例紹介 ● 植物由来（バイオマス）素材を使用したインキの開発

石油系溶剤を使わないオフセット輪転印刷用インキの開発で環境負荷を低減

事例紹介 ● グリーン電力を利用したサービスの提供

自然エネルギーの普及とCO2削減に貢献するホスティングサービス
地球温暖化防止に向けたCO2排出量削減の活動が世界中で本格化するなか、ネットビジ
ネスの進展によるサーバ機器類の消費電力量は急増しており、その削減が課題となっ
ています。
DNPデジタルコムでは、Media Galaxyホスティングサービスで使用する機器の省電
力タイプへの切り替えなどにより消費電力およびCO2排出削減に努めてきました。
今回、さらなる環境貢献対策として、自然エネルギーによる発電を「グリーン電力証書」
というかたちで取り引きする、「グリーン電力証書システム」をホスティングサービスに
導入し、お客さまにも環境貢献へご協力いただけるCSRソリューションとして、「グリー
ン電力ホスティングサービス」を開始しました。
「グリーン電力ホスティングサービス」は、お客さまにご利用いただくMedia Galaxyの
ホスティングサービスの使用電力量に応じて、グリーン電力を割り当て、自然エネルギー
の普及とCO2の削減に貢献するオプションサービスです。グリーン電力による運用を
表明するGreen Powerマークをお客さまのホームページ等に表示することができ、環
境への貢献をアピールいただけます。

の
し
低

バイオマス・オフ輪インキが
採用されたカタログ雑誌
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環境情報の適切な提供　●＋ 関連情報

環境ラベル認証
　DNPでは、顧客や生活者に製品の環境情報を適切に提
供するため、エコマークやCoC認証、EPDといった環境ラ
ベルの認証取得や対象製品の拡販に取り組んでいます。

エコマークとは、環境保全に役立つと認定された商品につ

けられるマークで、再生紙タイプのSメール（圧着はがき）
で取得しています。CoC認証とは、木材を原料とする製品
が、環境に配慮して適切に管理された森林から産出され

た木材を用いて製造されたものであることを認証する制度

で、延べ16部門が認証を取得しています。また、EPDは、
スウェーデン環境管理評議会が開発した環境製品宣言の

プログラムで、第三者審査を受けたLCAデータを開示す
るシステムです。DNPでは昇華型と溶融型の熱転写記録
材料でEPD認証を取得しています。

　社会に有益で安心して使っていただける製品・サービス

を提供するため、環境負荷ができるだけ低い原材料を選

定し、優先して購入するとともに、原材料に含まれる化学

物質の管理にも取り組んでいます。

環境に配慮した原材料の調達

グリーン購入の推進
　製造の上流プロセスにおける環境負荷を低減させ、DNP
が提供する製品の環境負荷の低減にも貢献するために、

できるだけ環境に負荷のかからない部品、材料、資機材、

事務用品などを選択して購入する「グリーン購入」に取り

組んでいます。また、環境保全に積極的に取り組んでいる

サプライヤーから優先的に材料や資機材などを購入する取

り組みも行っています。

製品原材料の化学物質管理
　DNPでは、製品の安全性を高めていく活動の一環と
して、EU（欧州連合）のRoHS指令や環境保全にかかわ
る各種の法規制、顧客からの要望をふまえ、原材料に含

まれる化学物質の把握・管理に取り組んでいます。

　原材料の購入先に対して、原材料に含まれる化学物質

の含有量を調査し、2004年に含有化学物質のデータベー
ス化を完了しました。 使用している化学物質を製品ご

とに把握し、管理を強化するとともに、決められた基準

内で製品を製造する仕組みを整えました。

　新規に購入する場合は、その都度調査票によって、サ

プライヤーより報告を受け、また新規に取り引きを開始

する会社に対しては、取引口座を開設する際、化学物質

含有調査の趣旨を説明し、納入品に関して調査票の提

出を求めています。

化学物質不使用保証書兼含有化学物質調査票

関連情報はこちら http://www.dnp.co.jp/csr/2009/70.pdf

環境対応製品の購入比率　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：%）

　　　原材料　　　　　　 一般資材
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http://www.dnp.co.jp/csr/2009/70.pdf
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海外サイトでの取り組み

海外拠点においても、「マネジメントシステム」と「海外サーベイランス」を運用し、
環境マネジメントのレベルアップを図りながら、目標達成に向けた活動を推進しています。

海外拠点での活動

　2005年度から海外サイトでもDNP独自のEMS（P55
参照）を導入しています。今後、環境マネジメントのさら

なるレベルアップを図っていきます。また、本社推進室が

「海外サーベイランス」として、海外の全製造サイトおよ

びオフィスの環境管理状況の確認、指導を行っています。

　製造サイトにおいては、現地の法規制を遵守するとと

もに、省エネルギー、廃棄物削減、リサイクルなどの目標

を設定し、環境保全活動を推進しています。またオフィ

スでも、省エネルギー、コピー用紙の使用量削減、リサイ

クルなどの目標を設定し、活動を推進しています。

海外製造サイトの主な環境負荷状況 CO2排出量
（単位：トン-CO2）

廃棄物最終処分量
（単位：トン）

VOC排出量
（単位：トン）

● DNP Photomask Europe S.p.A. フォトマスクの製造 4,960 33 1トン未満

● DNP Denmark A/S プロジェクションテレビ用スクリーンの製造 810 0 1トン未満

● DNP IMS America Corporation 情報記録材の製造 1,800 319 1トン未満

● DNP Electronics America, LLC プロジェクションテレビ用スクリーンの製造 1,340 13 1トン未満

● Tien Wah Press （Pte.）Ltd. （シンガポール） オフセット印刷および製本 14,280 316 123

● Tien Wah Press（Pte.）Ltd. （ジョホールバル） オフセット印刷および製本 4,310 0 110

● PT DNP Indonesia（プロガドン） グラビア印刷・オフセット印刷 19,560 1,852 2,411

● PT DNP Indonesia（カラワン） グラビア印刷・オフセット印刷 20,390 838 4,208
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環境保全と持続可能な社会の実現

第三者審査報告書　（第三者審査機関：株式会社 新日本サステナビリティ研究所）

現地往査
DNPアイ・エム・エス小田原

現地往査
DNPテクノパック関西　京都工場

現地往査
市谷事業部　久喜工場

現地往査
北海道コカ・コーラボトリング
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　私はここ数年、DNPグループCSR報告書にコメントし
てきたが、今回のレポートは、従来のものに比べ、事務的

な書きぶりの域を超え、担当者の肉声ややる気度が随処

に読み取れる。トップメッセージで、「顧客や生活者など

多様なステークホルダーがどのようなことに満足せず、何

を期待しているかをしっかりと把握するため「対話」が欠

かせません。」それが「DNPのCSRの原点」と語る北島
義俊社長の思いを反映しているのかと思われる。

　社会から信頼されるDNPがなすべき責任は 3つある
という。 第一は、社会の持続的発展に必要なものを提

供し続ける「価値の創造」。第二は、その価値の創造を

公平公正に実施する「誠実な行動」。そして第三に、社

会のあらゆるステークホルダーとの「対話」を通じ、説明

責任を果たす「高い透明性」。報告書はそれぞれについ

て説明しているが、ここで私の注意を惹いたのは、DNP
の基盤技術である印刷技術に情報技術を融合させて、

顧客のニーズを発見し、解決策を提供することを通して、

多様な価値と価値とが相互に刺激し合うことで新たな

価値を生み出す「創発的」な社会づくりをDNPは目指し
ていることだ。

　企業がこのような価値を提供するためには、当然なが

ら、ガバナンスがしっかりしていなければならない。DNP
の場合、内部統制のほか、「社会の発展への貢献」、「法

令と社会倫理の遵守」、「情報セキュリティの確保」、「ユ

ニバーサル社会の実現」といったテーマ毎に、目標を明

確に設定していることに私は新鮮さを感じた。

　DNPは、意外と思われる分野でも活躍しているが、今
回は、クリーンエネルギー分野と医療分野への挑戦を特集

1966年東京大学工学系大学院修士課程修了後、厚生省入省。環境庁設立に伴い、
主に同庁にて公害・環境行政を担当。90年地球環境部初代部長に就任。地球
サミットへの参画、環境基本法の準備などを経て、93年退官。同年、株式会社
環境文明研究所を設立、現職。「NPO法人環境文明21（旧21世紀の環境と文明
を考える会）」共同代表を兼任。
主な著書に、『福を呼び込む環境力』（ごま書房2005年）、『環境力』（ごま書房
2003年）、『環境の世紀』（毎日新聞社2001年）、『「循環社会」創造の条件』（日刊
工業新聞社1998年）、『環境と文明の明日』（プレジデント社1996年）。

NPO法人環境文明21 共同代表
株式会社環境文明研究所 代表取締役所長

加藤 三郎 氏
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している。有機系の色素増感型太陽電池は、プラスチッ

ク製シートの上に薄い色素の層を塗布し密封した構造

とのことだが、このフィルム状の太陽電池を可能にした

のがDNPの印刷技術で、低温塗布、転写、マイクロ波照
射など、さまざまな技術が使われているという。医療分

野の挑戦としては、毛細血管の再生、あるいは細胞パ

ターン培養基板の製品化について語っている。ともに“意

外性”もあり、面白い。

　安全で快適に暮らすには、生活者の視点で製品やサー

ビスを改善、改良していくことが欠かせないとの思いか

ら、DNPは近年、ユニバーサルデザインに全社を挙げて
取り組んでいる。「誰もが読みやすく美しい文字へのこ

だわり」や「生活者一人ひとりにとって使いやすく安心・

安全で快適なモノづくりへのこだわり」を核に、顧客企業

や生活者のニーズに応えていくDNPグループユニバーサ
ルデザイン5原則を2008年10月に宣言したが、その成果
を期待している。

　DNPは社員の働き方や人材育成について厚く配慮し
ており、特に女性や障がい者を含む社員の多様性の尊

重が、強く打ち出されているのは特筆に値する。特に子

どもを産み育てる世代の社員にとって、この問題は切実

であり、「カンガルーの会」というユニークな名前を持つ

子育てと仕事の両立を目指す社員の会の活動が報告さ

れているのには共感した。

　環境保全のうち、今後、中心的な課題となる地球温暖

化対策については、DNPはCO2の原単位目標のほか、
2020年度において10%排出総量削減の目標を掲げ、努
力してきたことは評価される。しかしながら、麻生政権は

05年比 15%の削減を決め、2009年 12月にはコペンハー
ゲンの重要な温暖化対策会議において、2013年以降の
厳しい目標が合意される可能性が大きい状況下におい

ては、DNPはこれまで以上に高い目標を早急に掲げ、
積極果敢な温暖化対策を先取りしてほしい。このほか、

VOC、廃棄物、生物多様性など、さまざまな課題がある
が、時代の流れはいずれも、厳しい目標を掲げ積極的な

対策を取る方向にある。そのなかから新しい技術や新し

い生産・流通システムがつくられていくと考えると、DNP
グループこそ、その持てる実力を発揮して、業界をリード

してほしいと強く願っている。

● 本報告書は環境やカラーユニバーサルデザインに配慮した仕様となっています。

用　　紙

印刷の版

製　　本

イ ン キ

　

FSC認証紙、間伐に寄与した紙（森の町内会）
表紙： ニュー VマットFSC-MX（三菱製紙株式会社）
本文： 森の町内会A2マットFSC認証-MX

　　　（三菱製紙株式会社）

CTP出力によるフィルムレス方式

リサイクル対応ホットメルト使用の無線綴じ
背糊： アサヒメルトRP2800（旭化学合成株式会社）
脇糊： アサヒメルトRPS310（旭化学合成株式会社）

リサイクルを阻害しないインキ
NS PVF K（ザ・インクテック株式会社） 古紙のリサイクルに取り組むオフィス

町内会と、森林の再生に取り組む岩手
県岩泉町との連携により実現した「森
の町内会 間伐に寄与した紙 」を本文用
紙に使用しています。

グリーン電力を導入しました（年間
100万ｋWh）。本報告書を印刷す
る際の電力（1,300kWh）は、自然
エネルギーでまかなわれています。

カラーユニバーサルデザイン対応
本報告書は、より多くの人にとってわかり
やすいよう色づかいに配慮したデザイン
であると、NPO法人カラーユニバーサル
デザイン機構によって認定されました。

これらは（社）日本印刷産業連合会が定めた「古紙リサイクル適
性ランクリスト」の「Aランク」資材で、印刷情報用紙にリサイク
ルできます。

Aリサイクル適正
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